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1.高齢者虐待防止に関する基本的な考え方

「高齢者虐待の防止。高齢者の養護者対する支援等に関する法律」 (高齢者虐待防止法)を

踏まえ、サービスの提供にあたつて身体的、精神的な虐待が起きることにないよう、この

指針を定め、全ての職員は本指針に従つてサービスを提供する。

2.虐待の定義

(1)身体的虐待 :暴力的行為等で利用者の身体に外相や痛みを与える又はそのおそれのあ

る行為を加えること。また。正当な理由なく身体を拘束すること。

(2)介護 。世話の放棄・放任 (ネグレス ト):意図的であるが、結果的であるかを問わず、

行うべきサービスの提供を法規又は放任し、利用者の生活環境や身体・精神状態を悪化さ

れること。

(3)心理的虐待 :脅 しや屈辱等の言葉や威圧的なタイト、無視、嫌がらせ等によつてりお

湯者に精神的、情緒的な苦痛を与えること。

(4)性的虐待 :不u用者にわいせつな行為をすること。また利用者にわいせつな行為をさせ

ること。

(5)経済的虐待 :不u用者の合意なしに財産や金銭を使用し、本人の希望する金銭の使用を

理由なく制限すること。

3.高齢者虐待防止に関する検討委員会の設置

(1)目的

前条の目的を達成するために、当施設に「高齢者虐待防止ための対策を検討する委員会」(以

下「高齢者虐待防止対策検討委員会」と略す)を設置する。

(2)委員会の役割

ア 虐待防止のための指針等の整備及び見直し

イ 職員を対象とした高齢者虐待防止に関する研修の実施に関すること

ウ 虐待の防止に関する管理責任者の選定

工 虐待の防止に関する現場責任者の選定

(安全対策責任者施設リスクマネージャーとする)

オ 高齢者虐待に関する情報の収集と状況確認

力 施設内で虐待があつた場合の対応策に関すること

キ 虐待の原因分析と再発防止策の検討

ク 高齢者虐待のためのマニュアル類の整備に関すること



ケ その他、当施設内の高齢者虐待防止のために必要な事項に関すること

(3)委員会は、次に掲げるもので構成する。

ア 施設長 (委員長)

イ 医師

ウ 看護介護部看護課主任 (虐待防止に関する管理責任者 )

工 看護介護部看護課副主任

オ 看護介護部介護課主任 (介護支援専門員、リスクマネージャー

カ 入所リノ(ビ リテーション課主任

キ 入所り八ビリテーション課副主任

ク 管理栄養士栄養課主任

ケ 入所支援相談員主任

コ 薬斉」師

サ 事務部長

シ 看護介護部介護課副主任

現場責任者)

(4)委員会の開催

ア 委員会は 2ヶ月に 1回開催し、次に掲げる事項について審議する。なお、臨時で

開催する場合は委員長が召集する。

イ 虐待の発声又は発生が疑われる場合は、その都度開催する。

ウ 委員会の会議内容を記録する。

(5)小委員会の設置と開催

認知症ケア委員会を高齢者虐待防止対策検討委員会の小委員会として虐待防止等の対策に

について毎月開催し、次に掲げる事項について検討する。

ア 施設全体で虐待防止を行わないためのケアの工夫に対する検討

イ 認知症ケアの取り組みについての計画作成

ウ 高齢者虐待に該当するものが生した場合、高齢者虐待防止対策検討委員会への報

告を行う。

4 高齢者虐待防止のための職員研修に関する基本方針

(1)虐待防止を目的とした職員研修を、原則年 1回以上及び職員採用時に実施する。



(2)研修を通して、職員の人権意識の向上や知識や技術の向上に努める。

(3)研修の内容は、開催日時、出席者、研修項目を記録し、保管しておく。

(4)高齢者虐待防止に関する研修会は以下のとおり

認知症ケア研修会への参加 (施設内外 )

熊本高齢者の抑制を考える会研修会への参加

認知症ケア、身体拘束、権利擁護に関する研修会への参加 (施設内)

その他看護協会、全老健認知症研修会等

5 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針

(1)虐待等が発生又は発生した疑いがある場合は、直ちに委員会を開催し、客観的な事実

確認を行う。

(2)虐待の事実を把握した場合において、緊急性の高い事案の場合は、行政機関及び警察

等の協力を仰ぎ、被虐待者の権利と生命の保全を最優先する。

(3)虐待が発生した原因と再発防止策を委員会において討議し、職員等に周知する。

6 虐待等が発生した場合の相談報告体制

(1)利用者又は家族等から虐待の通知を受けた場合は、本指針に従つて対応する。相談窓

回は高齢者虐待防止管理者若しくは現場責任者 (リスクマネージャー)とする

(2)高齢者虐待防止は外部から把握しにくいことが特徴であることを認識し、職員は日頃

から虐待の早期発見に努めるとともに、高齢者虐待防止委員会及び担当者は職員に対し早

期発見にと努めるよう促す。

7 虐待等に係る苦情解決方法

(1)虐待等の苦情相談は、苦情受付担当者は受けた内容を管理者 (施設長)に報告する。

(2)苦情相談窓口で受付した内容は、個人情報の取扱いに留意し、相談者に不利益が生し

ないよう細心の注意を払って文寸処する。

(3)対応の結果は相談者に報告する。

8 成年後見制度の利用支援

利用者及びその家族に対して、利用可能な権利擁護事業等の情報を提供し、必要に応して、

行政機関等の関係窓回、身元引受人等と連携のうけ、成年後見制度の利用を支援する。



9 指針の閲覧

当指針は、利用者及びその家族に公表し閲覧できるようにする。

10そ の他

(1)施設内における高齢者虐待防止対策検討委員会の審議内容等に関する諸記録は 5年間

保管する。

(2)本指針及び高齢者虐待防止に関するマニュアル類等は高齢者虐待防止対策検討委員会

において定期的に見直し、必要に応して改正するものとする。

附則

この指針は平成 30年 4月 1日より改定し施行する。 (改定見直し)

この指針は令和 3年 4月 1日より改定し施行する。 (改定見直し)

この指針は令和 6年 4月 1日より改定し施行する。 (前項見直し)





高齢者虐待防止について

<施設内規程>

社会医療法人社団寿量会

介護老人保健施設 清雅苑
令和 7年 4月 1日



(目的)

この規程は清雅苑の理念のもと、利用者の尊厳の尊重の視点から、虐待の防止、早期発見、被虐待高

齢者の保護、高齢者の権利利益の擁護を目的とする。

(高齢者虐待法の法律の成立)

平成 18年 4月 1日施行

(高齢者虐待の定義)

《具体的な例》は「家庭内における高齢者虐待に関する調査」(財団法人医療経済研究構)から
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区 分 内 容 と 具 体 例

身体的虐待

高齢者の身体に外傷が生し、又は生じるおそれのある暴力を加えること。
暴力そ子為などで、身体に傷やあざ、痛みを与える行為。
《具体的な例》
。 平手打ちをする、つねる、殴る、蹴る、無理矢理食事を回に入れる。
やけど、打撲させる。

・ベッドに縛り付けたり、意図的に薬を過剰に服用させたりして、身体拘束

(※ )、 抑制をする、等

心理的虐待

高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい
心理的タト傷を与える言動を行うこと。
高圧的な言葉や態度、無視や嫌がらせなどによつて苦痛を与える行為。
《具体的な例》
・〕F泄の失敗を嘲笑したり、それを人前で話すなどにより高齢者に恥をかか
せる、怒鳴る、ののしる、悪口を言う
。侮辱をこめて、子どものように扱う
。高齢者が話しかけているのに意図的に無視する、等

性的虐待

高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせ
ること。
本人の合意なく性的な行為をしたり、辱める行為。
《具体的な例》
・〕1泄の失敗に対して懲罰的に下半身を裸にして放置する
。キス、性器への接触、等

経済的虐待

高齢者の財産を不当に処分すること、その他当該高齢者から不当に財産上の
利益を得ること。
財産や金銭の無断使用、本人の金銭使用を理由無く制限する行為。
《具体的な例》
。日常生活に必要な金銭を渡さない、使わせない、本人の自宅を本人に無断
で売却する
。年金や預貯金を本人の意思・利益に反して使用する、等

介護・世話の

放棄・放任

高齢者を表弱させるような著しい減食、長時間の放置、養護者以外の同居
人による虐待行為の放置など、養護を著しく怠ること。
《具体的な例》
。人浴しておらず異臭がする、髪が伸び放題だつたり、皮膚が汚れている
。水分や食事を十分に与えられていないことで、空腹】犬態が長時間にわたつ
て続いたり、脱水状態や栄養失調の状態にある
。室内にゴミを放置するなど、劣悪な住環境の中で生活させる
。高齢者本人が必要とする介護・医療サービスを、相応の理由なく制限した
り使わせない、等



※身体拘束について

身体拘束は、医療や介護の現場では援助技術の一つとして安全を確保する観点からやむを得ないも
のとして行われてきた経緯がありますが、2000年の介護保険制度の施行時から、介護保険施設など
において、サービスの提供に当たつては、入所者の「生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない

場合を除き」身体拘束を行ってはならないとされ、原則禁止されています。身体拘束は原則として全
て高齢者虐待に該当する行為と考えられます。
ただし、「身体拘束ゼロヘの手引き」(2001年 3月 :厚生労働省 身体拘束ゼロ作戦推進会議編)
において、高齢者本人や他の利用者の生命身体が危険にさらされる場合など「緊急やむを得ない場合」
とされているものについては、例タト的に高齢者虐待にも該当しないと考えられます。

(清雅苑における取り組み )

1.虐待防止の取り組み (予防的観点から)の考え方

虐待のない施設としてあり続けるためには、施設長以下、現場の職員まで、入所者の安全が最優先

されるということを共有する。

そのためには、職場内会議や施設内研修を通して絶えず虐待防止の意識を浸透、因奈成させていくこ

とが必要であか。

さらに、施設は入所者に対し、常により良いサービスを

'是

供していくためには、入所者一人ひとり

の状態を常に把握し、その結果を介護計画や日常のケアに反映する等、「個別ケア」、「認知症ケア

の研修」の徹底を図ることが必要である。

また、苦情受付や苦情があつた場合の処理体制の構築を図り、家族はもとより地域に開かれた施設

づくりが重要である。

2.虐待への対応

(1)虐 待の早期発見 (疑いも含む )

虐待を早期に発見するということは、入所者を少しでも早く安心・安全な状況で介護サービスを

提供し、健康で快適な生活を取り戻させるのみならず、虐待を起こした場合は必ず発覚するとい

う、虐待者に対する虐待の抑止効果ももたらすものです。

施設は、虐待の早期発見システムを整備するとともに、このことを職員に周知し、また、実際に

起こった場合確実に機能することを確保しておかなければならない。

そのためには、入所者の表情の変化や日常動作の異常などをいち早く見つけるための個別ケアの

徹底、あるいは入浴時や着替え時での虐待が発見された場合 (疑いを含む。)の報告システムを

構築しておくことが必要である。

特に、入浴介助時に洋服を脱がせた時に傷を発見した場合等は、発見時の傷の状況等を記録する

ことは勿論のこと、入所者に対してもいつ怪我をしたか等、たとえ相手が認知症の入所者であっ

ても尊厳を確保するために、懇切丁寧に確認しておくことが大切である。

なお、入所時や退所時には、可能な限り家族と一緒に入所者の身体チェックを行い、打撲のあと
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などの有無を確認し、書類にまとめておくことが、後日のトラブルを防止するとともに、家族に

対する信頼を得るためにも効果的である。

また、精神的な虐待や経済的虐待を早期に発見するための取組みを構築しておくことが有効であ

る。

清雅苑においては、原因不明な外傷、内出血を発見した際にもヒヤリ・八ット報告書の提出を行

い必ずチームで検討することとする。

(2)虐待発見後の対応

虐待発見後は、まず何においても入所者の安全の確保に努めなければならない。

そのためには、身体的虐待にあつては、本人の安全確認や治療の必要性の有無の確認を行い、必

要によつては適切な治療を施し、心理的虐待にあつては、入所者の不安を取り除くなどの努力が

必要である。

虐待の状況については、上司、施設長・事業所の管理者への報告、入所者家族に対する適切な説

明のほか、行政に報告することも必要ですので、可能な限り詳細な状況1討巴握が必要である。

また、1青報の公開を行い、いやしくも隠蔽するという対応を行つてはいけない。

施設内においては、職員同士が虐待の事実を力Чぎいあうことも想定されるが、その結果は決して

サービスの質の向上には繋がらないので、職員に対し、虐待廃止の研修を実施する等、廃止に向

けた意識の共有化を図ることが大切である。

さらに、関係者 (当事者職員、上司及び施設長・事業所の管理者)の処分に当たつては、法人全

体で考え就業規則等にのつとり適正に行うことが必要である。

3, 通率限(こついて

(1)通報の義務について

従事者の責務として、高齢者虐待を発見しやすい立場にあることを自覚して早期発見に努めなけ

ればならない。また施設内で発見した場合、生命、身体への重大な危険が生じているか否かに関

わらず、速やかに通報を行う。また通報を受けた市町本寸は守秘義務があるため通報者は特定しな

い 。

(2)通報先箇所 (※  3.高齢者虐待発見時の通報先参照)

・利用者の居住地がある市町村へ連絡を行う。

・熊本市に居住地がある場合 :熊本市介護事業指導課・各区役所福祉課

・最寄りの地域包括支援センター

・居住地先の民生委員、担当居宅支援事業所 (ケアマネージヤー)

(3)施設対応について
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施設や事業所で虐待を発見した者 (職員・家族)は、通報したことにより解雇やその他不利益な

取り扱いはしない。

4.行政の調査に関する協力

(1)虐待の通報があった場合は、たとえそれが疑いであっても、施設内に市町村職員が立入り、事実

確認を行うことになりますので、職員への事情聴取、書類の提示など、協力することが求められ

る。 (法第 5条)また、行政から協力依頼があつた場合は、全面的な協力と併せて、虐待の有無

を確認する等の自主的取り組みが必要である。

(2)虐待の事実が確認された場合には、市町村長又は都道府県知事は、介護施設の業務叉は要介護事

業の適正な運営を確保するために、老人福祉法又は介護保険法の規定による権限を適切に行使す

ることになる。

5.虐待の再発防止の取り組み

虐待の発生を、特異な事例とすることなく、それまでの施設運営における反省点の確認と、今後

の改善への契機とすることが必要である。

そのためには情報の公開と、管理職レベルでのみ処理するのではなく、施設が一体となつた取り

組みが必要である。

具体的には、虐待の事例に対する発生の原因の調査・分析をそ〒い、再発防止に向けた職員会議、

職場内研修の徹底を図り、職員が働きやすい職場環境の実現を目指し、虐待が再発しないように

努めることが大切である。

(1)施設長は、虐待が発生した場合は、原因を調査・分析し、職員会議でその結果を報告し、再発し

ないようにするための職場内研修を行うことが大切である。

また、職場環境を見直し、職員が働きやすい職場環境の実現を図るころが大切である。

(2)現場職員は、施設で虐待があつたということを重く受け止め、職場内の会議や研修に参加するこ

とや、職員による虐待の再発防止について、職員間で話し合うなど、施設の職員が一丸となつて

取り組むことが必要である。

6.権利擁護のための各種制度

日常的な金銭管理や財産管理が困難になる利用者には、各種制度を案内する。

・地域福祉権利擁護事業 (熊本市の場合 熊本市社会福祉協議会 )
・成年後見制度
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フ.その他

(1)自己点検シート・チェツクシートの活用について

高齢者の虐待防止対策として、施設職員は定期的に自己点検シート(チェックシート)【様式 1】、

高齢者への虐待発見チェックリス トを活用し、点検を行い対策防止に努める。

(2)研修会について

。定期的に施設外で開催される高齢者虐待防止に関する研修会に参加を行う。

。身体拘束防止に関する研修会への参加を行う。

・認知症ケアヘの研修会への参加を行う。

・施設内の勉強会は随時行う。

附則

この規程は平成 18年 4月 1国より施行する。

この規程は平成 30年 4月 1日より改定し施行する。 (改定見直し)

この規程は令和 3年 4月 1日より改定し施行する。 (改定見直し)

この規程は令和 6年 4月 1日より改定し施行する。 (改定見直し)
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【様式 1】

高齢者への虐待発見チェックリスト

虐待が疑われる場合の高齢者の発する『サイン』として、以下のものがあります。複数のものにあてはまると、疑
いの度合いはより濃くなつてきます。これらは例示ですので、この他にも様々な『サイン』があることを認識しておい

てください。

《身体的暴力による虐待のサイン》

《心理的障害を与える虐待のサイン》

チェック欄 サ イ ン 例

身体に小さなキズが頻繁にみられる。

太腿の内側や上月宛部の内側、背中等にキズやみみずばれがみられる。

回復1犬態が様々な段階のキズ、あざ等がある。

頭、顔、頭皮等にキズがある。

臀部や手のひら、背中等に火傷や火傷跡がある。

急におびえたり、恐ろしがつたりする。

特定の職員を1布がる。

キズやあざの説明のつじつまが合わない。

施設の職員に話すことや援助を受けることに躊躇する。

施設の職員に話す内容が変化し、つじつまがあわない。

身体に縛られた跡や拘束された形跡がある

かきむしり、口歯み付き、ゆすり等がみられる。

不規則な睡眠 (悪夢、眠ることへの恐怖、過度の睡眠等)を訴える。

身体を萎縮させる。

おびえる、わめく、泣く、叫ぶなどの症】犬がみられる。

食欲の変化が激しく、摂食障害 (過食、拒食)がみられる。

自傷行為がみられる。

体重が不自然に増えたり減ったりする。

無力感、あきらめ、投的 りな様子になる。
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《性的暴力による虐待のサイン》

《経済的虐待のサイン》

《介護等日常生活上の世話の放棄、拒否、怠慢による虐待のサイン》

不自然な歩行や座位を保つことが困難になる。

肛門や性器からの出血やキ荊 Ⅲみられる。

生殖器の痛み、かゆみを訴える。

急に1去えたり、恐ろしがつたりする。

ひと目を避けるようになり、多くの時間を一人で過訪 こと力増 える。

主治医や保健、福祉の担当者に話すことや援助を受けることに躊躇する。

主治医や保健、福祉の担当者に話す内容が変化し、つじつまが合わない。

理由もなく、入浴や排泄などの介助を突然拒む

‖生病にかかつている

睡眠障害がある。

年金や財産収入等があることは明白なのにもかかわらず、お金がないと訴える。

自由に使えるお金がないと訴える。

経済的に困つていないのに、不U用負担のあるサービスを不」用したがらない。

お金があるのにサービスの不U用料や生活費の支払いガkきない。

資産の保有状況と衣食住等生活状況との落差が激しくなる。

預貯金が知らないうちに引き出された、通帳がとられたと訴える。

居住部屋、住居が極めて非衛生的になつている、また異臭を放つている。

吉IF至に衣類やおむつ等が散舌ししている。

寝具や衣服が看れたままの場合が多くなる。

汚れたままの下着を身につけるようになる。

かなりのじよくそう (褥倉」)ができてきている。

身体からかなりの異臭カサるようになつてきている。

適度な食事を準備されていない。

不自然に空腹を訴える場面力Ч曽えてきている。

栄養失調、脱水状態、体重減少がある。

排泄物の処理がされてない。

疾患の症状が明白にもかかわらず、医師の診断を受けていない。
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《地域からのサイン。その他のサイン》

サービスを受けている時に、自宅から高齢者本人や介護者・家族の怒鳴り声や悲鳴、物が投げられ

る音が聞こえる。

サービスを受けている時に、昼間でも雨戸が閉まつている。

配食サービス等の食事がとられていない。

薬や届けた物が放置されている。

通常の生活行動に不自然な変化がみられる。

表情や反応がない。

ものごとや自分の周囲に関して、極度に無関心になる。

睡眠障害がみられる
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はじめに

平成18(2006)年 に高齢者の尊厳の保持、権利利益の擁護に資することを目的とした

「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」 (以下
「高齢者

虐待防止法」という。)が施行された。

これまでの間、都道府県や市町村等において、高齢者虐待防止に関する体制の整備

や、権利擁護を推進する取組等が進められてきたが、高齢者に対する虐待の事案は、

例年の高齢者虐待防止法に基づく実態調査においても相談・通報件数及び虐待判断件

数ともに依然として高止まりしている状況が継続している。

高齢者虐待は、高齢者の生命及び尊厳に直結することはいうまでもなく、平成 3

(1991)年に国連総会で決議された「高齢者のための国連原則」においても、 「高齢

者は、尊厳及び保障を持って、肉体的・精神的虐待から解放された生活を送ることが

できるべきである。」とされていることなどから、決してあってはならない問題であ

る。

高齢者虐待防止について

1高齢者虐待とは

1.1高 齢者虐待防止法
「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」 (平成17年法律

第124号。以下 「高齢者虐待防止法」という。)は、平成18年 (2006年)4月 1日

から施行されました。この法律では、高齢者の権利利益の擁護に資することを目的

に、高齢者虐待の防止とともに高齢者虐待の早期発見・早期対応の施策を、国及び地

方公共団体の公的責務のもとで促進することとしています。

また、国民全般に高齢者虐待に係る通報義務等を課し、福祉・医療関係者に高齢者虐

待の早期発見等への協力を求めるとともに、市町村における相談・通報体制の整備、

事実確認や高齢者の保護に係る権限の付与、養護者への支援措置、養介護施設の業務

又は養介護事業の適正な運営を確保するための関係法令に基づく市町村 (特別区を含

む。以下同じ。)、 都道府県の適切な権限行使等について定めるものです。



1.2「 高齢者虐待」の捉え方
1)高齢者虐待防止法による定義
ア.高齢者とは

高齢者虐待防止法では、 「高齢者」を65歳以上の者と定義しています (同法第 2条第
1項)。 ただし、65歳未満の者であって養介護施設に入所し、その他養介護施設を利

用し、又は養介護事業に係るサービスの提供を受ける障害者については、「高齢者」

とみなして養介護施設従事者等による虐待に関する規定が適用されます (同法第 2条

第項)。

① 65歳未満の者への虐待について

上記以外の65歳未満の者に虐待が生じている場合も支援が必要です。

介護保険法 (平成 9年法律第123号)に基づく地域支援事業については、市町村が、
介護保険法第 9条第 1項に定める「第一号被保険者」、同条第 2項に定める「第二号

被保険者」の要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化防

止及び地域における自立した日常生活の支援のための施策を総合的かつ一体的に行 う

ことを目的として行 う事業であり、地域支援事業 (包括的支援事業)の権利擁護業務
において、成年後見制度の活用の促進や老人福祉施設等への措置の支援を行 うことが

地域支援事業実施要綱に明記されています。また、サービス付き高齢者向け住宅に

は、原則60歳以上の高齢者が入居しています。高齢者虐待防止法第 9条第 2項におい

て、市町村又は市町村長は、養護者による高齢者虐待により生命又は身体に重大な危

険が生じているおそれがあると認められる高ど冷者を一時的に保護するために、老人福

祉法 (昭和38年法律第133号)の第10条の 4及び第11条の規定による福祉の措置を

講じることができ、老人福祉法第 5条の4において、65歳以上の者 (65歳未満の者で

あつて特に必要があると認められるものを含む)を対象としています。ただし、18歳

以上65歳未満の在宅の障害者に姑する養護者による虐待については、 「障害者虐待の

防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」 (平成23年法律第79号。以下
「障害者虐待防止法」という。)での対応が基本であることに留意することが必要で

す (「 「障害者虐待防止法に関するQ&Aについて」の一部改正について」令和 3年 12

月24日 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活支援推進室事務連

絡)。

② 65歳以上の障害者への虐待について

65歳以上の障害者については、「高齢者虐待防止法」と「障害者虐待防止法」のいず

れの支援対象にもなると考えられます。この法律の間に優先劣後の関係はないため、



障害福祉所管課と連携のうえ、被虐待者の状況に応 じて各法律の規定により対応する

ことになります (被虐待者の状況等に鑑み、障害者支援施設への保護が適当な場合

は、障害者虐待防止法を適用する等)。

イ.養護者による高齢者虐待

養護者とは、 「高齢者を現に養護する者であつて養介護施設従事者等以外のもの」と

されており、金銭の管理、食事や介護などの世話、自宅の鍵の管理など、何らかの世

話をしている者 (高齢者の世話をしている家族、親族、同居人等)が該当すると考え

られますが、同居していなくても、現に身辺の世話をしている親族
。知人等が養護者

に該当する場合があります。なお、下記のとおり、経済的虐待については、高齢者の

親族であれば、養護者に該当しない者も、虐待の主体となりますので留意してくださ

い。養護者による高齢者虐待とは、養護者が高齢者に対して行う次の行為とされてい

ます (高齢者虐待防止法第 2条第 4項)。

(1)身 体的虐待 :高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加え

ること。

(2)介護 。世話の放棄・放任 :高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の

放置、養護者以外の同居人による虐待行為の放置等、養護を著しく怠ること。

(3)心 理的虐待 :高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢
者に著しい心理的外傷を与える言動を行 うこと。

(4)性的虐待 :高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行

為をさせること。

(5)経済的虐待 :養護者又は高齢者の親族が当該高齢者の財産を不当に処分するこ

とその他当該高齢者から不当に財産上の利益を得ること。

ウ.養介護施設従事者等による高齢者虐待

養介護施設従事者等による高齢者虐待とは、老人福祉法及び介護保険法に規定する

「養介護施設」又は「養介護事業」 (以下 「養介護施設等」という。)の業務に従事

する者が行 う次の行為とされています (高齢者虐待防止法第 2条第 5項 )。

また、養介護施設等における養介護施設従事者等による高齢者虐待については、高齢

者虐待防止法第24条の規定により、老人福祉法又は介護保険法の規定による権限を適

切に行使するものとされています。

特に介護保険法においては、「人格尊重義務違反」が規定されており、高齢者虐待は

まさに人格を尊重する義務に違反する行為であることから、虐待に関する事実確認に

ついては、同法の権限を適切に行使することが必要です (「第Ⅲ章 養介護施設従事者

等による虐待への対応」を参照)。



養介護施設 養介護事業 養介護施設従事者等

老人福祉法

による規定

。老人福祉施設

・有料老人ホーム 老人居宅生活支援事業

「養介護施設」又は

「養介護事業」の

(※ )業務に従事する者

介護保険法

による規定

・介護老人福祉施設

・介護老人保健施設

・介護療養型医療施設

・介護医療院

・地域密着型介護老人福祉施設

・地域包括支援センター

・居宅サービス事業

・地域密着型サービス事業

・居宅介護支援事業

・介護予防サービス事業

・地域密着型介護予防サービス事業

・介護予防支援事業

◇高齢者虐待防止法に定める「養介護施設従事者等」の範囲◇

(※ )業務に従事する者とは、直接介護サービスを提供しない者 (施設長、事務職員等)や、介護職以外

で直接高齢者に関わる他の職種も含みます (高齢者虐待防止法第 2条第 5項 )◎

① 上記に該当しない施設等における高齢者虐待への対応

「養介護施設従事者等による高齢者虐待」の対象となる施設・事業は、上記のとおり

限定列挙となっています。このため、上記に該当しない施設等 (有料老人ホームに該

当しないサービス付き高齢者向け住宅等)については、高齢者虐待防止法上の養介護
施設従事者等による虐待の規定は適用されません。しかし、提供しているサービス等

に鑑み、 「高齢者を現に養護する者」による虐待と考えられる場合は、 「養護者によ

る高齢者虐待」として対応 していくことが必要です。

② 医療機関における高齢者への虐待について

医療機関における高齢者への虐待については、高齢者虐待防止法の対象外となつてい

ます。仮に医療機関において医療従事者等による高齢者虐待があった場合には、高齢

者虐待防止法ではなく、医療法 (昭和23年法律第205号)の規定に基づき、医療機関
の開設者、管理者が適正な管理を行つているか等について者Ь道府県等が検査等を行

い、不適正な場合には指導等を通じて改善を図ることになります。ついては、都道府

県等に相談等があつた場合には、相談等の内容を具体的に把握し、必要な関係機関に

適切につないでいく等の対応が必要です。

2)「高齢者虐待」の捉え方と対応が必要な範囲について

ア.法に基づく対応

高齢者虐待防止法では、高齢者虐待を前述のように定義していますが、これらは、広



い意味での高齢者虐待を「高齢者が他者からの不適切な扱いにより権利利益を侵害さ

れる状態や生命、健康、生活が損なわれるような状態に置かれること」と捉えた上

で、高齢者虐待防止法の対象を規定したものということができます。また、地域支援

事業 (包括的支援事業)の一つとして、市町村に対し権利擁護業務の実施が義務付け

られています (介護保険法第■5条の45)。 こうしたことから、市町村は、高齢者虐

待防止法に規定する高齢者虐待かどうか判別しがたい事案であっても、高齢者の権利

が侵害されていたり、生命や健康、生活が損なわれるような事態が予測されるなど支

援が必要な場合には、高齢者虐待防止法の取り扱いに準じて、必要な援助を行つてい

く必要があります。関係者は、気になる事案を発見した場合には、地域包括支援セン

ターや行政窓口に速やかに相談通報を行います。

イ.高齢者虐待防止法の取り扱いに準じた対応

高齢者虐待防止法の取り扱いに準じた対応とは、市町村や地域包括支援センターが、

主に在宅における高齢者への権利侵害のうち、高齢者虐待防止法の対象外となる虐待

等に対し、介護保険法に基づいた地域支援事業における権利擁護業務等や、老人福祉

法に基づく権限行使を行うなど、可能な限り、高齢者虐待防止法に基づいた対応と同

様の対応を行 うことを言います。なお、高齢者虐待防止法の取り扱いに準じた対応に

おいては、高齢者虐待防止法における第11条の立入調査と第18条の面会制限の権限

行使はできないことに留意が必要です。実際の対応としては、ケース会議を開催して

高齢者虐待に準じた対応の必要性を関係都署・機関等で共有を図り、事実確認と安全

確認、アセスメントに基づく支援方針の立案と役割分担の明確化、必要に応 じてやむ

を得ない事由による措置や市町村長による成年後見制度利用開始の審判請求 (以下

「市町村長申立」という。)な どの権限行使等の対応や、助言・指導 (介護サービス

の利用・変更を含む)等を具体的事案に応 じて行うことです。なお、これらの支援で

は、複数の部署や機関等による連携対応が必要になることもあるため、高齢者虐待対

応の枠組みだけでなく、事案に応じて介護保険法の地域支援事業における権利擁護事

業や、重層的支援体制整備事業等 係)実施自治体においては、社会福祉法第106の 4第

2項第 1号に基づく包括的相談支援や同項第 4号に基づくアウトリーチ等を通じた継

続的支援の枠組みを活用して支援することが考えられます。

(※)市町村において、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の複雑化・複合化した支援ニー

ズに対応する包括的な支援体制を構築するため、相談支援、参加支援、地域づくりに向けた支援を一体的

に実施するもの (任意事業)。 令和 2年の社会福社法改正により創設、令和 3年度より施行。

高齢者虐待防止法の取り扱いに準じた対応の具体例としては、以下があげられます。



① 養護、被養護の関係が明らかでない65歳以上の高齢者への虐待について

高齢者虐待防止法が対象としているのは、養護者 (「現に養護する者」)による虐待
のため、養護者に該当しない場合 (養護、被養護の関係にない65歳以上の夫婦間での

暴力や、中高年の子どもの世話をしている親が子どもから受ける暴力等)は、高齢者

虐待防止法の直接の対象とはなりません。 しかし、高齢者が何らかの権利侵害を受け

ている場合、介護保険法の地域支援事業における権利擁護事業や老人福祉法上の措置

等により、高齢者虐待防止法の取り扱いに準じた対応をすることが求められます。ま

た、事案に応 じて、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」

(平成13年法律第31号。以下 「DV防止法」という。)や刑法等により対応するこ
とになります。前述のDV防止法では、年齢に制限はなく高齢者も対象とされてお
り、高齢者虐待防止法との関係性において優先劣後の関係にないことから、事案に応

じて被虐待者の権利救済のためにどちらの法律での対応が適切か協議することが大切

です。なお、虐待対応における、相談・通報の受理段階では、虐待者が「現に養護す

る者」であるかどうかの判断が難しいケースもあることから、まずは 「養護者による

高齢者虐待」事案として事実確認等を行ったうえで、事案に応じて適切に、高齢者虐

待防止法の取り扱いに準じた対応やDV防止法の所管課や関係機関につないでいく等
の対応をすることが必要です。

② いわゆるセルフ・ネグレクトについて

介護・医療サービスの利用を拒否するなどにより、社会から孤立し、生活行為や心身

の健康維持ができなくなつている、いわゆる「セルフ・ネグレクト」状態にある高齢

者は、他者からの虐待行為を受けているわけではないため、高齢者虐待防止法の対象

外となつています。 しかし、セルフ・ネグレクト状態にある高齢者は、認知症のほ

か、精神疾患・障害、アルコール関連の問題を有すると思われる者も多く、それまで

の生活歴や疾病・障害の理由から、 「支援してほしくない」、「困つていない」 な

ど、市町村や地域包括支援センター等の関与を拒否することもあるので、支援には困

難が伴いますが、生命・身体に重大な危険が生じるおそれや、ひいては孤立死に至る

リスクも抱えています。そこで、相談を受けた市町村や地域包括支援センターは、地

域支援事業における総合相談支援業務や権利擁護業務等の一環として、積極的な対応

が求められます (重層的支援体制整備事業を実施している自治体においては、その一

環として対応することも考えられます)。 その際、単に関わりを拒否する者という理

解にとどまらず、そこに至った背景、生活歴、パーソナリティや生き辛さへの理解に

基づき対応 します。また、必要に応 じて、高齢者虐待防止法の取り扱いに準じた対応

として、やむを得ない事由による措置による保護や成年後見制度の市町村長申立等の



権限行使等を検討します。こうした対応を行えるよう、高齢者の見守リネットワーク

等の既存のネットワークや介護保険法に基づく地域ケア会議も有効活用しつつ、セル

フ・ネグレクト状態にある高齢者に対応できる関係部署・機関の連携体制を構築する

ことが重要です (「市町村や地域包括支援センターにおける高齢者の「セルフ・ネグ

レクト」及び消費者被害への対応について」平成27年 7月 10日 老推発0710第 2

号)。 また、令和 3年 4月 1日 に「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営

に関する基準等の一部を改正する省令」 (令和 3年厚生労働省令第 9号)が施行さ

れ、すべての介護サービス施設 。事業所を対象に高齢者虐待の防止のための委員会の

開催、指針の整備等が義務付けられ (以下、 「基準省令改正」という。)、 養介護施

設等の従業者がセルフ・ネグレクト等の虐待に準じる事案を発見しやすい立場にある

ことから、これらを早期に発見できるよう、事業所に「必要な措置 (虐待等に対する

相談体制、市町村の通報窓日の周知等)」 を図ることが望ましいことを通知していま

す (「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について」平成

11年 9月 17日 老企第25号)。 よつて、セルフ 。ネグレクト状態にある高齢者が早期

に適切な支援につながるよう、市町村、都道府県主催の各介護サービス事業所に対す

る研修等の内容に含める必要があります。なお、セルフ・ネグレクトヘの対応におけ

る個人情報の取り扱いについては、市町村等の行政機関は、法令 (条例を含む。)の

定める所掌事務又は業務を遂行するため必要な場合に限り、特定した利用目的の範囲

内で当該個人情報を保有する行政機関内で利用し、又は第二者に提供することができ

ます (個人情報保護法第61条第 1項)。 また、セルフ・ネグレクトヘの対応のための

利用が利用目的の範囲外となる場合であつても、高齢者等の本人以外の者に提供する

ことが明らかに本人の利益になる場合 (個人情報保護法第69条第 2項第 4号)等に

は、本人又は第二者の権利利益を不当に侵害するおそれがない場合に限り、当該個人

情報を利用した事実確認や情報収集、情報共有を行 うことができます。そして、医療

機関等の個人情報取扱事業者においては、本人の同意に基づくことが困難な場合であ

つても、本人の生命 。身体・財産の保護のために必要がある場合 (個人情報保護法

第27条第 1項第 2号)や、市町村や地域包括支援センターが行 う地域支援事業におけ

る権利擁護事業、重層的支援体制整備事業における事務の遂行に協力する必要がある

場合であつて本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ばすおそれがあ

るとき (同項第 4号)等には、情報提供を行 うことができます。



◇養護者による高齢者適待類型 (例 )◇

厳分 具r“的なf弱

i 身体的虚待

てい 曇力的行為で、篤みを与えたり、身体にあぎや外傷を与える行為。

'平手打
=,を
する.オ,オ nる。lt・をる。熙るとやけど、}「模をさせると

,"物や器,1身で外傷を与えるこ
など

(2'本人に向けられた危険な行為や身体に何らかの影響を与える行為→

・本人に向けて物を繰したり、投げつけたりする◆
・本人|`向けて,J4物 を近づけたり、艘り囲した

',す
るt ia l,

など

0本 人の好il益にならない強制による行為によつて痛みを与えたり、代替方法があるに
もかかわらず高齢者を乱轟に取り扱う行為,

・1)ミ学nサ‖llu子に基・
‐うかない常lみを伴うようなリハどりを強聾する.

・

''動

させるときti無 I興 tこ引きずる卓無理やり食事を聞に入れるこ
など

■,本人の行動を制限したり、外部との機触をな図的、盤続的に進断する行為ι
・身rネを拘Itミ し、白分で動くことを綱熙する (rミッドに絆り付ける。バッドに静を付
t'ろ.うなざ船1・ ポディスープを着せて自分で常ll蛇できなくする。意図的に襲をib
縛に用R用 させて動きを抑制する.)=
・クトから鶴をかけて円,じ込める。中か 1・ )織をかけて長狙+llll家√〉中に入れなゝヽ。
など

‖ 介屋豊。世話

の

放集・旗任

〔iⅢ 意園的であるか、描果釣であるかを開わず、介紙や生活の世話を行つている者が、

その提供を放集又は放軽し、高齢書の生活環境や、高齢を自身の身体・精神的状R湊

を悪化させていること,

・八瀞してお l‐ ,ず士く奥がする、竪や爪が仲ぴ放題だったり、皮膚や Rttlと 、寝具が,tれ
ている。
・水分や食事を十分に

'デ

えられていないことで、空使状態が長時l翻にわたって続いた

り、観水虚状や無養失調の状態にある.
・室内に rみを放磁する、鈴l段房を使オ)せないなど、劣感な住環境の中で生活させみ
など

雀)導開的診断や治康、ケアが必要にもかかわらず、高齢書が必要とする医僚・介隆保
険サービスなどを、周囲が納得できる理由なく制限したり使わせない、放置する。

,俳れ』やゆi気の1央態をlメズ饉する。

・産待対応従事普が、医炊機関への受諺や処方遵り√)l照某、専P4的ケアが立、要と説明
しているにもかかわらず、無税する。
,本来,表人院やユ漁朗(が必要にもかか1,らず、1独け|に癌I覧や地i識攀から速オと婦る。
など

0同 居人等による高齢者虚待と同様の行為を放置する。
'係が高齢者に対こて行う暴力や暴言行為を放餞するf
・孫が高齢背に熱心こで無理にお金を暮っているのを放艦するこ
など



Iよう) 具体的な例

th心理的,置待

O脅 しや悔辱などの言B遇や療圧的な電湊度、無視、嫌がらせ等によつて、精神的苦痛を
与えること。

・七十ヒ現象やそれに伴う言動などを埒翼表したり、そ身とを入前で話すなど1と ,kり 、

高帥者に恥をかかせる (排れltの失llく、繊ナくとばに,な ど).
・怒l聴る、ののしみ、懇 11を言うt

・徳鹿を込めて、「
どもrr)ょ ぅにl換 う.

・Jr泄交換や片巧 i夕をしやすいというと→的で、本人の尊態を無報 に́て トインに

'1けるのにおむつをれ)てたり、食事の企介助をするこ
。台βfや流耀4税を使オ〉せないなど、生活ti必要な道民の使用を綴腺する.
・掌旗や等を旗、友人幹をの団らんから1丼除する。

など

"性
的慮待

0本 人への性的な行為の強要又は性的選恥心を催すあらゆる形態の行為。
・J卜泄ヴ)失 ilくに対してlE'罰的に ド半身を裸にに″て放磁するこ

・t炸泄や常絆えて′ヽチ「助かしやすいという掛れケc、 ド半身を操にしたり、 下常t′Ⅲ主:kで
1/だ盤する。
,入前で1昨泄行為をさせる、おむう変換をする.
・機器を写真 こヽ1機 る、スケッチをする.

・キス、側:器 ′ヽす)1燕触、セックスを強要する。
。1)いせうな映像や与真を見せる.

・白慰行為を見せる.

など

V 経済的虐待
で03,

0 本人の合意なしに は4)、 又は、将断能力の波追に乗し、本人の金餞や財産を本人
以外のために消費すること。あるいは、本人の生活に必要な金鏡の使用や本人の希望

する金銭の使用を理由なく制限することc

。日常生活に,ツ、要な金4霊を濃さない、使わせないュ
・ホ人の白宅等を本人iと無徹,|で売却する。
。年後や債償ヤ金を自分のf件金芝と清等のために無的,で使用する。

・人院や受診、デr謹屎険サービスなどに必要な費用を滞紺するこ

・‖4需の生活が苦しいため、本人に必要な使用夕kり 、他の家族の使用を優先十あ命
・施il費人所しているのに本人の同意なくri ttT)改 造費に預金を使う,

など

(※ 1)F驀行と:土人にお〕かって不法なメ,務 ,即拘勢力を発翼することで、その1"輝釣力が人の身体に接触するこ士I土必
要でない。,ll父Ⅲば、入にい|かつてイ∫を役lデ又は枠をイ:ち ドせば、1箕にf∫や樺が,u手方の身体に触れないでも曇

行鼻は成立するJ(東京お数将淡転ヽ
'126年

6月 10‖ )ぉ

∴確判例のとおり、身体的贈待における拳力再',行うとは、剤Ftt tiの r拳行」と同様、高齢者の身体に接触し

なくても、お齢者に向かつて じ々険な行為や身体になんらかの影轡を与戌_る行為があれば、身体的増子、

'と

,3定す

ることができま1・ (

(*Z)本 人の合意の有無については、と8知〕虚など:・C登鉄管層伏況や使途について即体子のに°で同意する縮力がなをヽ器合
やⅢ費離を主た,1観候との関係性・従呂後や従来ゲ,世警の1代淀か t,、 具織を言文ず半ば強要されて|ヽる嬬合等
がありますので、慎重な判所が必要です。

(※ 3)経済的1漁 ‡̀,については、費議者に護当しない観躾による料合であつても「費離守に永る薦待J,1ィ てコ
`断

,ヽ対

噂モィ叢すこ

$考 :性団法人 ,ユ 本守t会ユ轟抑:士会,市 itr好・地域包括支機センター・♂JⅢЧ府県つための美離子による高静孝繭待封志

の手号fき ,2011,p3-6.を とにTI:,11.



◇養介漫施設従事者等による高齢者盛待類型 (例)◇

I▲ 4)

i 身体的虐待

(ll暴力的行為 (秦 1)

・平手打t)をする。つオ】みc段る,蹴あ,
。,i｀→かっ

‐
Ctttr,け るc

・ナ】物や船・1',でタト閣を与える.
。人潜時、熟い鵜やレャワーをかけてやけどをさ式とる.
。本人に向けて・1カを投げつt,た りする。

など

al本人の利益にならない強制による行れ、代替方法を検討せずに高齢とを乱暴に1及 う
行為

・ Iかミ学的診lり,や介譲サービス討確砧等に位餞′づけられておらず、身体的常縮や学i状悪

rとを紹く行れを撒要する.
・ア,激がこやすいように、破 Ftの都合で末ッド等・

‐ヽ
抑えつ :″る.

・車指 rゃベッド等かも手
'動
させる隠に、必要撃 11に身体を高く持ち liげ る。

・食事の際に、籟員の都倉で、本人が拒lTし ているのに口に入れて資rくさせるこ
・家族かを〕(′

'要
望等で、高齢者の向宅に外鶴をかけて外出できないようにする=

。通が,サービスの送迎時に、無理やり車門に乗F、子させる、身体を強く引つ猥ろ.

など

i31 r緊 急やむを得ない」場合以外の身体的拘京・抑制

Ⅲ介騒・世艦の

放彙・放儀

行為

・人潜しておらず哭典がする、褒・ひげ・ llヽが側1び

'/だ

題、汚れのOヽ どい服や破れた

照を喘せている韓、掃常備に常しく不衛生な状態で生活させる。
・碑産 (購〔ずれ〉力iで きろなど、体位の嗣韓や紫費管,!儀を意る→
。おむつが汚れている状態をR常的に1/ズ盤している。
・健康状態(′)悪化をきたすほどに水分や紫養締綸をなる。
・博l蕪状態の悪化をきたすような環境 〔とすぎる、寒すぎみ等)に長時川〕餓かせる,
・室内に rみが放融さ″lて いる、鼠やゴキプリがいるなど劣悪な照境に魁力Ⅲlとある
など

(2'高齢書の状態に応じた治康や介t員をなつたり、医学的診断を係視した行為

・伏練が必要な状l比にもかかわらず、費診させない。あるいは牧急弁,応を4fl)ない.
・処方通りの服菜をさせない、側件テIIが生じているの1こうrて選している、処方通りの

,お嫁食を食ぺさせない.
・弁護鍵供事黎背等からば)報告・連絲等を受けていた:と もかかわけギ、高帥帝rナ)

資化に伴う弁護計薦等の見直しを怠る。

4ご

こ〕必要な用民の使用を限定し、高齢者の要望や行動を制限させる行為

・サースコール攀を使,1,さ せない、
'11の
鳥かないととるに置くし

・芝,要なあがね、発llr、 柄,韓船停があっても使デl,させない.
など

0高 齢書の権浄:を無視した行為又はその行れの放置
。他の,I用者に暴力を無るう高齢帝に41し て、何う予防的手立てをしていないぅ
・高齢者から(「Ⅲ呼びかけに対し「ちょr,と 待●てみ,等と言い、その後びヽ吉:応をと
ない,
・必要なセンサーの電源を切る。
など

(こ,その他職務上の機務を幹しく患ること
。塩識管理帝や主任等が蔵待の通樹1携務や態待いプ′止構殿義務を怠る。

せ1ヒ

′ゝ



饉分 具体的な例

I俯 心理的慮特

O蔵 曝的な発言、愚度
・懇哺る、鳥る。
. r二 二 (島唸i設・居宅)に いわれなくしてやるょ、 f違いIIIすでJなどと言い砕す.
など

の 協辱的な発■、態度

・俳せつの失敗や食末こばヒなとrttfヒ r見象やそ身とに伴う言励等をRttl笑するこ
・舞常的にからか■,た り、 r死ねJな ど悔農的なことを言う。
・俳せつ介助の際、 r奥い,、  r汚い,などと言う。
・子ども級いするような呼称で呼示s

な.ν

O高 齢書や家族の専在や行為を否定、無視するような発
=、
態度

・「憲哄もなくコールを押さないで〕、「なんでこんなことができないのJな どと言
1)。

・他の利用者に高齢者や家慈の悪口等を言いお,らす。
・話しかけ、ナースコール等を無l見する.
・高飾者の大切にしているものを謝.暴に扱う、襲す、構てる。
・高齢者がしたくてもできないことを当てつけにやつてみせる (他の利用,者にやヽせ

る)。

など

0高 齢者の意歓や自立心をに下させる行為
,トイレを使用できるのに、取員の都合を優先し、本人の意思や状態を無観しておむ
つを使う。
・自分で食事ができるのに、戦員の都合を優先し、本人の意思や状態を無開して食事
の金介助をする。
など

くこ〕心理的に高齢書を不当に孤立させる行為
,本 人の家族に伝えてほしいという1お訴えを理由なく無視して伝えない、
・理由もなく住f折 我ヽをr.1り _lttす るなど、外部との連絡を越断するじ
・面会者が訪れても、本人の意思や状態を無視して面会させない,

など

r61その他

・車構子での移動介助の際に、速いスピードで走らせ恐怖感を与えるこ
・自分の信仰してしヽる宗散に力r入するよう独.1用する。
・人所者の顔に常書きをして、それをカメラ等で撮薄じ他の確員に見せるぅ
。本人の意思に反した製牲介助を操り返す。
・浴気脱 P(所で、異性の和1用者を一縮に奪韓えさせたりする。

など

" 
性的慮特

0本 人への性的な行為の強晏又は性的羞恥心を催すあらゆる1″′懇の行為ぅ
・機器等に綾触したり、キス、機的行為を強要する。
・挫的な話しを強雲とする (無理やり問かせる、無理やり話させる)ぅ
。わいせつな映像や写真を見せる。

・本人を操にする、又はわいせつな行為をさせ、映像や写真に撮る。換彰したもの

を他人に見せる。
・悌せうや構絆えの介助がしやすいという田的で、

「
(■ )半身を操にしたり、 ド

等のままで放置するこ
。人命llで 1舟せつをさせたり、おむつ父快をしたりする。またその場面を見せないた

めの起息をしない.

など



賦 分 具体的な伊l

V 経済的虐持

0本 人の合意なしにく葺ぞ】、又は、判断能力の減退に彙し、本人の金銭や財産を本人り
外のために消費すること。あるいは、本人の生活に必要な金銀の使用や本人の希留

する金銀の使用を理由なく制限すること。

・事業所に金4長を寄付・贈与するよう数要する。
・金銭・財議等の議服・0,壼等 (高齢者のお金を盗む、無諄,で使う、処分する、無

断流用する、おつりを譲さない)。
・立場を利用して、 rぉ金を貸してはしいJと 領み、借りる.
'日 紺的に使,llするお金を不当に制限する、生活に必要なお金を淡さないと
など

(※ l)身体的産待における暴力的毎あとは、刑濃上の「暴行】と厨様、高齢をの身体に接触しなくても、高齢者に向
かつて危険な行為や身体に何与かの影響を与える行為があれば、身体的虜待と鳴断することができ求す。

:泰 t'と は人に向かつて不濃なる物理的働力を発揮するとをで、その働1ll的力が人の身体に接触することは必

要でない。例えば、人に1衛かつて石を投げXは伸を打ち下せば、彼に石や韓が伸手方の身体に触れないでも恭

行課は,掟立するJ く東京蕩裁増決昭和必年6月 10‖ )。

(※ 2)本人の合意の存無については、岳Bttl孝盛など_′で壺餞管題状況や使途について堀鮮の_にで側憲する縮力がない彗合
や、費議をまたは観族との日8係事,.・ 繊届蛇や従来の世帯の状況から、桑織を言えず半ば強要されている連合等
がありますので、慎重な判抒力1必要です。

ひ守 :推団法人 博本性会編冊士会・ 市町村・都道府黒のための費分離描俄従事を等による高齢守虚特針喀、の手引き。

申2012,p5-7.を ふに作,脱



3)身体的拘束等に対する考え方

「緊急やむを得ない場合」の適正な手続きを経ていない身体的拘束等は、原則として

高齢者虐待に該当する行為と考えられます。平成12年の介護保険制度の施行時から、

介護保険施設等において、高齢者をベンドや車いすに縛 りつけるなど身体の自由を奪

う身体的拘束等は、介護保険施設の運営基準により、サービスの提供に当たつては、

例外的に入所者の「生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き」行っ

てはならないとされており、原則として禁止されています 係1)。

(※ 1)例外的に身体的拘束等を行う場合の要件規定があるサービス種別

(介護予防)短期入所生活介護、 (介護予防)短期入所療養介護、 (介護予防)特定施設入居者生活介

護、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、 (介護予防)刻 規ヽ模多機

能型居宅介護、 (介護予防)認知症封応型共同生活介護、看護小規模多機能型居宅介護、地域密着型特定

施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護

身体的拘束等は、医療や介護の現場では援助技術の一つとして安全を確保する観点か

らやむを得ないものとして行われてきた経緯がありますが、これらの行為は、高齢者

に不安や怒り、屈辱、あきらめといった大きな精神的な苦痛を与えるとともに、関節

の拘縮や筋力の低下など高齢者の身体的な機能をも奪ってしまう危険性もあることに

加え、拘束されている高齢者を見た家族にも混乱や苦悩、後悔を与えている実態があ

ります。また、身体的拘束等による高齢者への行動制限は、医療機関や介護イ呆険施設

等だけでなく、家庭内における在宅介護等の場面でも発生する可能性があり、在宅で

あつても身体的拘束等は高齢者に対して精ネ申的苦痛や身体的機能の低下を招く危険性

があることは同様です。

2 拘束が拘束を生tF FttA馬 螺〕
身 F“拘束に,kあ r悪価環」を認識する必要がある,認猟1盛があり体力も弱つている高齢者を lゞl,束

すれば、ますます体力!■甕犬、認角I庄が進む.そば,結 果、せん妄や転鶴などの二次的、二決ly,な眸

寄が生じ、その I々 Attrア )ためにさらに拘束を必要とする状況が生4111されるば)であるぅ

最初は「一時的Jと して空おめた身体拘 ,Iこが、I時 lllrァ)経過とともに、 1常時」の拘 :|ミ とな・1)て し主

い、そして、場合に .に っては守体機能丁Ⅲ無 ドととも:こ 高静者の死期を早める構暴にもうなかつかね

ない.

身体拘碑V)廃止,土、 こα)r悪鍍環どを、高飾者の日立偶i饉 を園る 1.た い領理どに変えるこ士を慰
昧しているのでィヽる.

出典 :▼生労勾省 々件約束tン ロ律緞打l進会議,身付【約束ゼ
「
への手引き.2001,p.6.

高齢者が、他者からの不適切な扱いにより権利を侵害される状態や、生命、健康、生

活が損なわれるような状態に置かれることは許されるものではなく、仮に、高齢者や

高齢者の家族が同意 したとしても、身体的拘束等は原則として高齢者虐待に該当する



行為と考えられます。身体拘束に該当する行為を判断する上でのポイントは、「高齢

者本人の行動の自由を制限しているかどうか」になります。

ただし、高齢者や他の利用者の生命又は身体が危険にさらされる場合など、「身体拘

束ゼロヘの手引き」 (厚生労働省 身体拘束ゼロ作戦推進会議発行)において「緊急や
むを得ない場合」とされているものについては、例外的に高齢者虐待にも該当しない

と考えられます。身体的拘束等については、運営基準に則つて運用することが基本と

なります。

身体約束の具体制

:二 J樹‐神it.れ い.1み :こ、工上ヽ十やいす、rtィ ドヽ二体桜やIHR“ をX,ヽ も学 ビ癬わf

静転落 t_な い .五 う|二、riィ ドi=体韓や増岐を1,ヽ も学で,琳み:

`岳

1白

`,■
苺
',1,れ

1さいように,エ ッドを維 〔サ‐イドI´ ―,1)で 側ttP、 1

れ注前・揺奮■養祥ザ)■ ri― アを孜かなヽヽよう柱、1瞬 4々をひも4‐ 群ゞわ.
11,点 満 ,凝笹■業群■)子 rェ ー lアを孜かなヽヽ .Iう に、 くはl事イ歳をかきtr t,1)た いよう柱、手播い機能を制際すわ
ミト〉1ltデ〉手崇好を ,́i→ る .

ril帯iい■やいすか ,ュす
',市
t,た こ,、 立t,卜が夕●たいt_■ い土うに、

アヽ.井
生搬|,特や腫ri′十卜、囃liヽす

'ヽ
●ア′
“をr)i→ ゎ ,

(1,立 |,11方 iち花ナ)■)ぅ ち入げ〉立生ュ上がりを嚇trゎ 注うないすを使
'悸

する̀
`

I員〕lや 丈やおむ ,́はず 1_を側けヽ十ゎたfr,に 、デ「綴衣 (,な ざ解)を 常士う.
、l'他 プ、一いiとと行為をいうぐた1ヽ')に 、・(デイドなどrヽこ体帯やllll岐 をこ)も 学で瑯るⅢ
lll径噂llをお生チ士か士うたわiと ,向 ,薄 tlla糸 を過判にllll獅 |さ せる.
Illl白 ,テ l′ ぷヽ思 二I期けち二I工)■ きない常革等に閉離十み̀

田桑 :厚生労働管 身体織束ゼロ作戦推進会義・ 身体拘束ゼロ=ヽ
"手
引き,と001,p.7

なお、これらの11項 目は、あくまでも例示であり、他にも身体的拘束等に該碧する行

為があることに注意する必要があります。身体的拘束等に対しては、高齢者への身体

的拘束等を必要としない状況を目指し、 「緊急やむを得ない場合」に該当する3要件

の再検討等を行 うとともに、高齢者や家族に対して、身体的拘束等の内容、目的、理

由、拘束の時間、時間帯、期間等を詳細に説明し、十分な理解を得る努力が求められ

ます。高齢者や家族に対して、身体的拘束等の説明を行い、理解を得ることは、単に

同意書があればよいことではなく、家族の希望があれば身体的拘束等を行うことがで

きるということでもありません。あくまでも、「緊急やむを得ない」場合であること

の客観的な判断が必要であり、しかも慎重かつ十分な手続きのもとでなされる必要が

あります。当該要件を満たす場合に限り身体的拘束等を行 うことができますが、運営

基準に基づき、その手続きとして、身体的拘束等を行 う場合には、その態様及び時

間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録し、 2年間保存

することが必要です。



r緊急やむを得ない場合Jに綾当する3要件 (全て満たすことが必要 )

O切 迫性

0非 代替性
0-時 性

:刊
'II者

本人また,求他の相I月 I帝の生命氏にたは身体が危険にさ:,さ れる可能性

が祥しく高い1持介

:身体拘束は外に代排する弁護方法がないとと

1身体‖ililこ は一‖+的なもす)であるとと

○留意事項

身体的拘束等の適正化を図るため、運営基準に基づき介護保険施設等のうち、対象事

業 隊2)のサービス事業者は、以下の措置を講 じなければならないこととされています

(平成30年度施行 )。 この措置は、身体的拘束等を行っていなくても講 じることが義

務付けられています。なお、当該記録があつたとしても、以下の措置が行われていな

ければ、報酬基準及び解釈通知の規定による報酬請求上の措置として、身体拘束廃止

未実施減算を適用 し、改善計画を提出し、それに基づき改善が図られるまで、その事

実が生じた月 (行政側が発見した月)の翌月から少なくとも 8か月間は、所定単位数

の100分の10に相当する単位数を所定単位教から減算することが規定されています。

・身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会 (※ 3)を 3か月に 1回以上開催すると

ともに、その結果について、介護職員その他従業者に周知徹底を図ること。

・ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

・ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施する

こと。

(※ 2)介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、 (介護予防)特定施

設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護、

(介護予防)認知症対応型共同生活介護

(※ 3)地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設

入屋者生活介護においては、運営推進会議を活用することができることとする。

なお、例外的に身体的拘束等を行う場合の要件規定がある介護保険のサービス種別以外の養介

護施設等

については、身体的拘束等は例外なく認められないものであることから、行政機関として適切

な対応を行

う必要があります。



2高齢者虐待等の防止に向けた基本的視点

2.1高 齢者虐待対応の目的
高齢者虐待防止法第 1条に示されているとおり、高齢者虐待対応の目的は、高齢者の

権利利益の擁護に資することを、高齢者虐待の防止とともに、高齢者虐待の早期発

見 。早期対応の施策を、国及び地方公共団体の公的責任のもとで促進することです。

2.2高 齢者虐待対応の基本的な視点
1)高齢者の意思の尊重

高齢者虐待対応においても、高齢者の意思を尊重した対応が重要です。特に、虐待を

受けている高齢者の多くは、自由に意思表示ができる状況にない場合が多いため、安

心して自由な意思表示ができるための丁寧な意思決定支援が必要です。虐待対応の目

標は、高齢者を虐待という権利侵害から守り、尊厳を保持しながら安定した生活を送

ることができるように支援することであるため、高齢者の生命に関わる場合など緊急

性が高い事案については高齢者の安全確保を優先します。

2)高齢者の安全確保の優先、権利利益を守る迅速な対応

高齢者虐待に関する通報等の中には、高齢者の生命に関わるような緊急的な事態もあ

ると考えられ、そのような状況下での対応は一刻を争 うことが予想されます。入院や

措置入所などの緊急保護措置が必要な場合には、養護者との信頼関係を築くことがで

きない場合であっても高齢者の安全確保を最優先する必要があります。その場合、養

護者に対しては関係者からのアプローチや仲介によって信頼関係を構築することや支

援を行 うなど、時間をかけた対応が必要となることもあります。また、高齢者が分離

を望んでいなくても、高齢者の生命 。身体の保護のために必要があれば、「やむを得

ない事由による措置」を行 うことを躊躇すべきではありません。この場合、高齢者

に紺し、現在の虐待が生じている客観的状況を丁寧に説明することで、高齢者に保護

の必要性の理解を促します。判断能力が低下している場合においても、高齢者が理解

できるよう促すことが必要です。



3)組織的な対応

地方公共団体においては、高齢者虐待の事案に対しては、担当職員一人の判断で行う

ことを避け、組織的な対応を行 うことが必要です。相談や通報、届出を受けた職員

は、早急に高齢者虐待担当の管理職やそれに準ずる者などに相談し、相談等の内容、

状況から緊急性を判断するとともに、高齢者の安全や事実確認の方法、援助の方向な

どについて組織的に判断していく必要があります。特に、高齢者の安全や事実確認の

ための調査では、担当職員一人への過度な負担を避け、また客観性を確保するなどの

視点から、複数の職員で対応することを原則とします。

4)虐待を未然に防止することから高齢者の生活が安定するまでの継続的な支援

高齢者虐待対応においては、高齢者に対する虐待を未然に防止することから、虐待を

受けた高齢者が安定した生活を送れるようになるまでの各段階において、高齢者の権

利擁護を理念とする切れ目ない支援体制が必要です。

5)虐待を未然に防ぐための積極的なアプローチ

高齢者虐待の問題では、虐待を未然に防止することが最も重要な課題です。そのため

には、家庭内における権利意識の啓発、認知症等に対する正しい理解や介護の知識の

周知などのほか、介護保険制度等の利用促進などによる養護者の負担軽減策などが有

効です。また、近隣との付き合いがなく孤立している高齢者がいる世帯などに対し、

関係者による働きかけを通じてリスクを低減させるなど、高齢者虐待を未然に防ぐた

めの積極的な取組が重要となります。

「「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」に基づく対応

状況等に関する調査」 (以下「法に基づく対応状況等調査」という。)では、養介護

施設従事者等における高齢者虐待の主な発生要因が「教育・知識 。介護技術等に関す

る問題」となつており、高齢者虐待防止や認知症ケアに対する理解を高める研修の実

施を促すなど、管理者と職員が一体となった組織的な取組を推進していくことが重要

です。



6)虐待の早期発見・早期封応

高齢者虐待への対応は、問題が深刻化する前に発見し、高齢者や養護者、家族に対す

る支援を開始することが重要です。民生委員や自治会、町内会等の地域組織との協力

連携、地域住民への高齢者虐待に関する普及啓発、保健医療福祉関係機関等との連携

体制の構築などによつて、仮に虐待が起きても早期に発見し、対応できる仕組みを整

えることが必要です。法に基づく対応状況等調査結果からも、養護者による虐待の通

報者として多いのが介護支援専門員 (ケアマネジャー)であること、また、介護保険
サービスを利用している場合は虐待の深刻度が低い傾向があることから、適切な介護

保険サービスの利用を促し、介護サービス事業者等と連携していくことも重要です。

また、自宅や介護施設等から怒鳴り声や泣き声が聞こえる、服が汚れている、お風呂

に入つている様子がないなどの情報、施設に設置された相談窓口に寄せられた情報等

を活用した取組が、早期発見等につながります。

7)高齢者とともに養護者を支援する

市町村は、養護者による高齢者虐待の防止を目的に、養護者に姑して、相談、指導及

び助言を行 うとともに、養護者の負担軽減のため、養護者に対して必要な措置を講ず

るとされています (高齢者虐待防止法第 6条、第14条 )。 虐待の解消と高齢者が安心

して生活を送るための環境整備に向けて、養護者への支援を適切に行 うことが求めら

れます。

① 高齢者と養護者の利害対立への配慮

虐待対応においては、同じ職員が高齢者、養護者への支援を行つた場合、それぞれの

利害が対立して、根本的な問題の解決ができなくなる可能性があります。このため、

高齢者への支援と養護者への支援は、それぞれ別の職員が分担して行 う等、チームと

して対応する必要があります。

② 虐待の発生要因と関連する課題への支援

家庭内における高齢者虐待は、様々な要因によつて引き起こされます。養護者が障害

や疾患、介護負担や生活上の課題を抱えており、それが虐待の要因になつているにも

かかわらず必要な支援に結びついていないような場合には、それらの要因を一つ一つ

分析 し、養護者に対して適切な支援を行 うことで、虐待を解消し、再発防止・未然防

止することにつながります。



③ 養護者支援機関へのつなぎ

養護者が虐待発生の要因と直接関係しない疾患や障害、生活上の課題を抱えている場

合や、虐待が角早消した後に養護者が引き続きこれらの課題を抱えている場合は、適切

な機関につなぎ、支援が開始されるよう働きかけを行うことが重要です。養護者支援

は、虐待の未然防止、虐待の解消へつながる対応です。在宅で養護者による虐待が起

きる場合には、虐待している養護者を力日害者として捉えてしまいがちですが、養護者

自身が何らかの支援 (介護疲れ、経済的な問題、障害・疾病など)を必要としている

場合も少なくありません。また、家族、親族間の関係性、家族親族の状況や経済状

況、医療的課題、近隣との関係など様々な問題・課題が虐待の背景にあることを理解

しておく必要があります。高齢者虐待の問題を高齢者や養護者のみの問題として捉え

るのではなく、家庭全体の状況からその家庭が抱えている問題を理解 し、高齢者や養

護者、家族、親族に対する支援を行 うことが必要です。

8)関係機関の連携 e協力によるチーム対応

高齢者虐待の発生には、家庭内での長年の経緯に基づく人間関係や介護疲れ、金銭的

要因など様々な要因が影響しており、支援に当たつては、高齢者や養護者の生活を支

援するための様々な制度や知識が必要となります。そのため、発生予防から通報等に

よる事実確認、高齢者の生活の安定に向けた支援にいたる各段階において、複数の関

係者 (介護保険、高齢者福祉、障害福祉、医療、生活保護の担当部局等)が連携を取

りながら高齢者や養護者の生活を支援できる体制を構築し、チームとして虐待事案に

対応することが必要です。

2.3留 意事項

その 1虐待に対する「自覚 |は問わない

高齢者や養護者、養介護施設従事者等の虐待に対する自覚の有無にかかわらず、客観

的に高齢者の権利が侵害されていると確認できる場合には、虐待の疑いがあると考え

て対応すべきです。

その 2常に迅速な対応を意識する
高齢者虐待の問題は、発生から時間が経過するにしたがって虐待が深刻化することが

予想されるため、通報や届出がなされた場合には迅速な対応が必要です。また、虐待

は夜間や休日も発生するものであるため、地域で夜間や休日においても相談や通報、

届出や緊急の保護に対応できるようにし、住民等の関係者に周知する必要がありま

す。



そ の 3 閣標維 F半耳と連携 して援助す る

複合的な問題を抱える事例に対しては、市町村が主体となり、庁内の関係部署との連

携及び問題への対応機能を有した機関との連携が不可欠です。 「事実確認」、 「緊急

時の対応」など、警察、消防、救急、医療機関、金融機関等との連携が必要になるこ

とがあります。

その4適切に権限を行使する
高齢者虐待防止法では、虐待により生命又は身体に重大な危険が生じているおそれが

あると認められる高齢者を一時的に保護するため迅速に老人福祉法第20条の 3に規定

する老人短期入所施設等に入所させる等、適切に、同法第10条の4第 1項若しくは第
11条第 1項の規定による措置を講じ、又は、適切に、同法第32条の規定により審判
の請求をすることを規定しています (高齢者虐待防止法第 9条第 2項 )。 高齢者の安

全を最優先に考え、必要がある場合には、適切に行政権限を行使することが必要で

す。そのためには、組織内での実施ルーアレの確定、予算措置、実践事例の収集や蓄

積、研修など、実施を想定した体制を構築することが望まれます。

その 5 を残す

虐待村応では、虐待の根拠となる客観的な情報を収集する必要があります。発言内容

や状態・行動 。態度など見聞きした内容をありのまま記録するとともに、確認した日

時や場所,担当者を明確に記載します。記録者の感情や主観を入れず、事実をそのま
ま記録することが重要です。高齢者虐待の姑応に関する会議や当事者とのやり取りは

すべて記録に残 し、適宜、組織的に紺応状況を共有する必要があります。対応如何に

よっては、個人の生命に関わる事態に発展する可能性もあるため、対応の決定に当た

つては、一職員ではなく組織としての実施を徹底させることが重要です。記録を残

し、説明責任を果たすことは、事後検証や権限行使等を伴 う虐待対応において欠かす

ことはできません。



3.都道府県、市町村の役割について

3.1都道府県の役割 り

1)高齢者虐待防止法に規定する都道府県の責務と役割
高齢者虐待防止法において、考卜道府県の責務と役割は以下のように規定されています

(努力義務の記載も含む)。

◇高齢者虐待防止法に規定する都道府県の役割◇

B体制整備に関する項目 (再掲 )
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(1'成 fF後見翻度劇角Iのためy)構殿、成年後見翻皮争l'11、 1係ち凝苫的負,11糧減のためt′ ‖ヽI世 (務 98糸 )

E美離者による高齢奢膚待について (第 19榮〉
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3.2市町村の役割

1)高齢者虐待防止法に規定する市町村の責務 と役割
高齢者虐待防止法では、高齢者虐待の防止、高齢者虐待を受けた高齢者の迅速かつ適

切な保護及び適切な養護者に対する支援、養介護施設等の運営適正化について、市町

村が責任を持つ役割を担うことが規定されています。高齢者虐待への対応は第一義的

に市町村担当部署が実施し、市町村の役割として規定されている項目は、以下のとお

りです。なお、養介護施設従事者等による高齢者虐待については、者【道府県が当該施

設等に対する老人福祉法又は介護保険法に規定する権限を有する場合、通報を受付け

た施設所在地の市町村と都道府県が協議し、役割分担を行いながら虐待対応を行いま

す。



◇高齢者蔵待防止法に規定する市町村の役割◇

□体制整備に囲する項目 (再掲)
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◇養題を、養介霞施設従事告等による高齢書虚待のスキーム◇

髪競者による富齢を虐締 菱介重ね餃伐亭守等による高齢考慮持

[市町村の資務〕
相談・通報受理、居室確保、髪護者の支援

[3道府県の資務〕
市町村の施策への援助等

〔市町村の資務〕
相談 。通報受理、老人福祉法・介譲保険法に

基づく適切な権躊殿を行使

〔都道府県の資務〕

老人福性法・介縦保険法に基づく適切な催眼

を行使、精は等の公表
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3.3養介護施設の設置者、養介護事業者の責務
養介護施設の設置者及び養介護事業を行 う者は、従事者に対する研修の実施のほか、

利用者や家族からの苦情処理体制の整備その他従事者等による高齢者虐待の防止のた

めの措置を講じなければなりません (高齢者虐待防止法第20条 )。 また、養介護施設

従事者等に対しては、養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けたと思われる高齢

者を発見した際には、速やかにこれを市町村に通報しなければならないとあり、通報

が義務として定められています (同法第21条第 1項)。 これは、養介護施設従事者等

以外の者に対する通報努力義務 (同条第 3項)と 異なり、養介護施設従事者等には重
い責任が課せられていることを意味します。養介護施設等は、職員に対し、虐待発見

時の通報義務、連絡先等の周知を行うことが必要です。経営者・管理者層は、虐待の

未然防止、早期発見に努めるとともに、職員からの報告等により虐待 (疑い)を発見
した場合は、自ら通報義務を負 うことを自覚する必要があります。

1)虐待の未然防止・早期発見に向けた取組の推進 (省令改正)

令和 3年度の基準省令改正に伴い、すべての介護サービス施設・事業所を対象に、利

用者の人権の擁護、虐待の発生又はその発生を防止する観点から、以下の虐待防止措

置を講じることが義務付けられました (3年間の経過措置期間を設け、令和 6年 4月

より義務化)。

①虐待の防止のための対策を検討する委員会の設置

②虐待の防止のための指針の整備

③介護耳哉旦その他の従事者に対する、虐待の防止のための研修の定期的な実施

④虐待の防止のための措置を適切に実施するための担当者を置く

これらの「虐待の防止のための措置に関する事項」は、すべての介護サービス施設・

事業所の基準省令に定めており、運営規程に定めておかなければならない事項です。

そして、有料老人ホームについては指導指針 1こ これらを規定しています (「有料老人

ホームの設置運営標準指導指針について」令和 3年 4月 1日 老発0401第14号)。

自治体が実施する集団指導や運営指導を通じて、自治体が各養介護施設等に対し自己

点検を励行するとともに、養介護施設等は、適切なケアマネジメントやサービス提

供、高齢者虐待の防止と早期発見に向けて取組む必要があります。



2)管理職・職員の研修、資質向上

養介護施設従事者等による高齢者虐待を防止するためには、ケアの技術や知識が不可

欠で、研修によつて職員自らが意識を高め、実践につなげることが重要です。養介護

施設等は、定期的に高齢者虐待の防止や、身体的拘束等に係る取組の適正化に関する

研修の実施やケア技術の向上を目指す研修を実施するとともに、市町村や都道府県に

おける研修等の機会を活用するなど、養介護施設従事者等の資質を向上させるために

取り組む必要があります。また、養介護施設従事者等による高齢者虐待防止には、直

接介護サービスに従事しない施設長などの管理職や事務職員なども含め、施設・事業

所全体での取組が重要です。具体的な取組の例としては、以下のようなものが挙げら

れます。

①基準省令等により、頻度・対象等を含めて実施する事が明確に求められている研修

(高齢者虐待防止、身体的拘束等の適正化、認知症介護基礎研修等)の実施

②認知症介護その他の介護技術等、サービスの提供の基本となる内容に関する研修の

実施及びOJTの充実

③自治体等が開催する高齢者虐待防止 。身体的拘束等の適正化等に関する研修等への

積極的な参加、認知症介護実践研修等への計画的な職員の派遣

④職員のス トレス対策、ハラスメント対策等、職員の負担軽減や、より良い職場づく

りに関する研修等の実施

このほか、特に居宅系サービスなど養護者との接点が多い事業所では、養護者による

高齢者虐待や、養護 。被養護の関係にない高齢者への虐待、セルフ・ネグレクト、消

費者被害などの発見・対応等についても研修内容に含めることが望ましいです。

3)開かれた組織運営

養介護施設等が介護サービスを提供する場面では、どうしても外部から閉ざされた環

境になりやすく、虐待等が発生しても発見が遅れたり、相談・通報されにくくなる可

能性があります。養介護施設等にとつてマイナスと思われる事案が発生した場合に、

職員等が気付き、迅速に上司等に報告できるような風通しの良い組織運営を図るとと

もに、第二者である外部の目を積極的に入れることが重要です。

具体的には、福祉サービス第二者評価等の外部評価、情報公表、運営推進会議等の中

で、積極的にサービスの運営状況への評価を受け、その内容を活かしていくことが求

められます。また、地域住民等との積極的な交流を行う等、外部に開かれた施設とな

ることを促したり、地域支援事業の地域自立生活支援事業における「介護サービス等

の質の向上に資する事業」 (介護サービス相談員派遣事業)を積極的に活用すること

で、身体的拘束等の虐待事案の端緒をつかむことも有効です。



4)苦情処理体制

養介護施設等においては、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を

講じなければならないことが、高齢者虐待防止法第20条に虐待防止措置義務として明

記されており、基準省令等にも規定しています。養介護施設等は、苦情がサービスの

質の向上を図る上での重要な情報であるとともに、虐待の発生に関する情報把握の端

緒にもなり得るとの認識に立ち、苦情の内容を踏まえたサービスの質の向上に向けた

取組を自ら実施するとともに、利用者等に継続して相談窓日の周知を図るなど、適切

な苦情処理のための取組の実施が求められます。

5)組織・運営

養介護施設従事者等による高齢者虐待は、虐待を行った職員個人の知識や技術、ス ト

レスなどが直接的な要因となって発生している場合も考えられますが、その背景には

組織・運営面における課題があると考えることが重要です。養介護施設等の管理者に

は、日頃から養介護施設従事者等の状況、職場環境の問題等の把握に努めるととも

に、必要に応じ養介護施設等を運営する法人の業務管理責任者に報告し、助言や指導

を受けるなどの対応が求められます。また、管理者自身が、高齢者虐待防止法及び関

係省令について理解 し、適切な取組を主導していくことが必要であるため、管理者自

身の (外部)研修受講等の取組も求められます。そして、内部監査を活用するなど
し、虐待を行 う職員個人の問題に帰すのではなく、組織の問題として提え、定期的に

業務管理体制についてチェックし、見直すことも重要です。



3.4終 結段階

虐待対応の終結は、評価会議において判断します。虐待発生要因へのアプローチによ

り、虐待が解消されたこと及び高齢者が安心して生活を送るために必要な環境が整

い、その状態が一定期間継続していることが確認できた後、終結の判断がなされま

す。虐待対応の終結のためには、「虐待の発生要因の軽減等により高齢者の安全が確

認できる項目が増え、高齢者の安全の確保が継続され、高齢者が安心して生活を送れ

ている状態」を確認できることが必要となります。具体的には、① 高齢者が施設に入

所することとなり、高齢者の生活が安定した場合② 虐待の発生要因の軽減等と再発防

止のための支援体制が整い、在宅生活の再開や継続をする場合③ 高齢者が死亡した場

合などが想定されます。虐待対応中、あるいは終結後の権利擁護業務としての対応等

において、養護者と同居・別居にかかわらず、高齢者と養護者との関係性を再構築す

る支援も大切であり、高齢者と養護者の関係性の再構築において、養護者を支援する

にあたり、養護者支援を担う関係機関との連携が大切となります。ついては、終結を

判断する評価会議において、養護者支援を担 う関係機関の役割や情報共有の方法等を

確認します。虐待対応として関わる前の状態に戻ることがないよう、サービスや関係

者の関わりを増やし、高齢者と養護者の支援体制の構築や適切な関与が虐待対応の終

結の目安となります。しかし、これは虐待対応としての終結の目安であり、高齢者や

家族との関わりが終了するわけではありません。高齢者が住み慣れた地域で安心して

尊厳ある生活を送る権利を保障するために、必要に応じて、権利擁護対応や包括的・

継続的ケアマネジメント支援を行う必要があります。その場合、地域包括支援センタ

ーの関与の検討、関係機関との連絡体制の構築を意識して、適切な関与、引き継ぎを

行います。



4養護者支援

4.1養 護者 (家族等)支援の意義
高齢者虐待防止法では、養護者の負担軽減のため、養護者に対する相談、指導及び助

言その他必要な措置を講じることが規定されています (第 14条第 1項)。

高齢者虐待事案への対応として、虐待を行つている養護者も何らかの支援が必要な状

態にあると考え、虐待を行つている養護者を含む家族全体を支援する観点が重要で

す。高齢者虐待は、高齢者が重度の要介護状態であることや、養護者に認知症に対す

る介護の知識が不十分であること等による介護疲れ、家族間の人間関係の強弱、養護

者自身が支援を要する障害の状態、経済的に困窮状況にあるなど、様々な状況が絡み

合って生じていると考えられます。そのため、こうした状況に関する情報を適切に収

集 し、分析 した上で課題を明らかにし、関係者間で合意された方針に基づいた支援を

チームで行 うことで、高齢者に対する虐待を解消し、新たな虐待を防ぐ一歩が踏み出

せます。

1)養護者との間に信頼関係を確立する

高齢者を支援するためには、まず、高齢者の最も身近な存在である養護者と適切なコ

ミュニケーションが行える関係作りを行い、相談・助言が行える体制を整えることが

重要です。また、そのためには、養護者に射しての定期的な声かけやねぎらいなどを

行い、養護者との信頼関係を形成するように努めることが重要です。さらに 、その場

合は、養護者の担当者と高齢者の担当者を分けるなど、養護者、高齢者、それぞれの

立場を擁護する支援体制を示すことも重要です。

2)介護負担・介護ストレスの軽減を図る、ねぎらう

法に基づく対応状況等調査結果では、養護者による高齢者虐待の主な発生要因に高齢

者の認知症の症状などを起因とした介護疲れ・介護ス トレスや高齢者との人間関係な

どが例年上位を占めています。「1)養護者との間に信頼関係を確立する」でも触れた
とおり、養護者への対応においては、虐待のリスクや危害の状況を注視しつつ、同時

に、養護者自身がこれまで担ってきた介護、養護者の取り組んできた工夫など、養護

者のもつス トレングスにも目を向け、それをねぎらうなどの働きかけが重要です。こ

うした対話は、養護者の自己肯定感を高めるだけでなく、養護者と支援者の信頼関係

の形成、虐待の未然防止等にも有効であるといえます。



3)養護者 自身の抱える課題への封応

虐待発生の要因と直接的・間接的に関係する養護者の持つ疾患や障害、経済状況等の

生活上の課題を抱えている場合には、要因を分析するとともに、支援目標を明確に

し、それを支援計画に反映した上で、課題解決のための働きかけを行います。なお、

その際は、課題解決を行うために不可欠な関係機関の開拓、情報共有、関係機関との

連携を充分にとり、養護者が必要な支援につながるための働きかけが重要です。

また、虐待が解消した後も虐待の再発防止の観点から適切な関係機関によるモニタリ

ングが不可欠となります。なお、課題分析を行 う中で、ス トレス軽減等のための支援

が必要であると判断された場合は、介護保険サービスの利用によるレスパイ トケアや

各種地域資源の利用、介護講習会等や家族会への参加等による怒 りの感情のコントロ

ール等を含むス トレスマネジメント等のわかりやすいリーフレットの作成 。配布、養

護者等を対象としたシンポジウムの開催などの方法が有効な例もあります。

4)虐待の解消、本人の安心と暮 らしの安全

支援の最終的な目標は、虐待の解消、本人の安心と暮らしの安全の確保にあります。

支援開始後も定期的なモニタリングを行いながら継続的に関わって高齢者や養護者、

家族の状況を再評価し、最終目標につなげることが必要です。

4.2 リスク要因を有する家庭への支援

高齢者虐待は、身体的、精神的、社会的、経済的要因が複雑に絡み合って起こりま

す。リスク要因としては、以下の表のようなものが考えられますが、これらの要因

は、高齢者や養護者、家族の生活状況や、虐待のリスクを見極めるための重要な指標

となります。多くのリスク要因を有する家庭で直ちに高齢者虐待が起こるわけではあ

りませんが、「早期発見・見守リネットワーク」等を通じて、高齢者や養護者の心身

の状況や生活状況を適切に見極めながら、支援 。見守りを行 うことが重要です。よつ

て、リスク要因を有し、支援を必要としている高齢者や養護者、家族などに対して適

切かつ積極的な支援を行うことで、高齢者虐待の発生を未然に防ぐことが可能になる

と考えられます。虐待行為は、虐待を受ける高齢者とともに虐待を行った養護者にと

ても深い傷跡を残し、その後の関係にも影響を及ばすと考えられます。こうした意味

でも、虐待を未然に防ぐことがより重要となります。
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4.3養 護者支援のためのショー トステイ居室の確保

1)法的根拠

高齢者虐待防止法では、市町村は、養護者の心身の状態から緊急の必要があると認め

る場合に高齢者を短期間施設に入所させ、養護者の負担軽減を図るため、必要となる

居室を確保するための措置を講ずるものとされています (第14条第 2項)。

高齢者虐待に至っていない状態であっても、放置しておけば高齢者虐待に至る可能性

がある場合、あるいは、高齢者が要支援や非該当であつても緊急に養護者の負担軽減

を図る必要がある場合などについては、養護者の負担を軽減する観点から、積極的に

この措置の利用を検討する必要があります。



2)居室の確保策

高齢者虐待防止法第14条第 2項に規定する「居室を確保するための措置」としては、

市町村独自に短期療養するための居室を確保して対応する方法も考えられますが、地

域によつてベッドの空き状況などが異なることから、各自治体の状況に応じた工夫が

必要です。なお、国 2/3、 都道府県 1/3で負担する地域医療介護総合確保基金にお

いて、緊急ショー トステイの整備に対しての支援も対象となっています (「第Ⅱ章

2.4 2)高 齢者の保護」を参照)。

3)継続的な関わり

高齢者が短期入所している間も、支援担当者は、高齢者と養護者等と定期的に関わり

を持ち、

今後の生活に対する希望などを把握しながら適切な相談、助言等の支援を行 うことが

必要です。

4.4財 産上の不当取引による被害の防止

1)被害相談、消費生活関係部署・機関の紹介

高齢者の財産を狙つた不当な住宅改修や物品販売などの例が少なくありません。こう

した被害に対して相談に応じ、高齢者の財産を保護するために適切な対応を図ること

が必要とされています。高齢者虐待防止法では、市町村は、養護者や高齢者の親族、

養介護施設従事者等以外の第二者によつて引き起こされた財産上の不当取引による被

害について、相談に応じ、若しくは消費生活業務の担当部署や関係機関を紹介するこ

とが規定されています (第27条第 1項)。 この相談や関連部署・機関の紹介は、高齢

者虐待対応協力者に委託することが可能です。特に、高齢者虐待姑応協力者の一員で

ある地域包括支援センターにおいては、消費生活センター又は市町村の消費者関係部

局と定期的な情報交換を行うとともに、消費者安全確保地域協議会 (自治体に設置さ

れている場合)の活用、民生委員、介護支援専門員 (ケアマネジャー)、 訪問介護員

等に対して不当取引に関する情報提供を行います。住民に対しては、財産上の不当取

引による高齢者の被害に関する相談窓日 (基本的には、消費生活センター又は市町村

の消費者担碧部局となります)を周知するとともに、消費生活に関連する部署・機関

との連携協力体制の構築を図ります。



〔相談窓籍〕
0消費普ホットライン
TEL:i8ぷ (刺詩なこ)

消費者ホットラインは、消費生活センター等の消費生活IB敲懲日の存在や連絡先を御″魚1・ごないi肖費

竹 t′)方に、お近くの消費生活招譲窓口を御案内することにより、消費littlB談の最初の一歩をお手伝い

するものです。

十日攪口についても、市区

“

r付や額;道府県の消費生I.Tl・ センター等が隣I所 ヒていない場合に1:k.:コ 民生活
センターで構敲を隻け付けるなど、年末年始 (12月 2'母 ～ 1月 3日 )を除いて燃則

'ょ

口利用すること
が可能です。

●露本司法支援センター 法テラス
TEL 1 0570-07837ti

(｀トロ)υ :00～ 2,'00 (上即奮Π)9:00～ 17:00

鶴い合わせの内容に合わせて、解決に役立つ法綱度や地方公共i』体、弁護士会、言,法書士会、消費者

側体などで
'》

瞬係機構目の相談窓回を法テラス・サポー トダイヤルや全岡σ,法
'ラ
ス地方事務所にて、無挙,

で案内ヒています (情報提供業務〕ぅ

また、経済的に余裕のない方が法的 トラプルにあつたときに、無料法律IB敲や必要に応じて弁護士・
司法書士費用などの立替えを行つています (民事法争ユ扶助業務)。

この1とか、■辮の披容にあわれた方など′ヽの文緩 (j巳罪披密若支援業務)等 、総合法律支援法に定め
られた 5´ ,の業務を中心に、公益性の高いサービスを行つています (1よかに刺法過疎対策業務、1到選弁

護等関連業務があります).

2)成年後見制度の活用

財産上の不当取引のように、経済的虐待と同様の行為が認められる場合は、日常生活

自立支援事業や成年後見制度の活用も含めた対応が必要となります。また、本人の判

断能力が不十分な場合は、前述した市町村長申立も活用しながら、高齢者の財産が守

られるよう、支援を行うことが必要です。



4.5終 結段階

1)終結の判断

虐待対応は、常に終結を意識して行 う必要があります。虐待対応が終結していないこ

とは、養介護施設従事者等による高齢者への権利侵害のおそれがある状態が継続して

いることを意味しています。そのため、養介護施設等における改善取組を促し、高齢

者が安全で安心できる生活環境を整え、虐待対応を終結させることが重要です。な

お、終結の判断は評価会議の検討を踏まえて行います。

2)虐待封応の終結要件

改善取組に関する各項目の目標が達成され、下記の 2つの要件を確認した時点で、虐

待対応を終結します。

□養介護施設従事者等による高齢者虐待対応の終結要件

① 虐待が解消し、高齢者が安心してサービスを利用出来るようになったと確認でき

ること

② 虐待の要因となった課題について、養介護施設 。事業所が再発防止のための方策

を講じ、継続的に虐待防止の取組が継続的に実施できる体制の整備ができたことを

確認できること

具体的には、以下に示す状況が確認された場合に、虐待射応の終結と判断します。

・事実確認において確認された虐待・虐待が疑われる事象などが解消されている

。評価時点でその他の虐待・虐待が疑われる事象などが生じていない

。個々の改善目標が計画どおり達成された

。改善が進んでいなかつた項目についても目標が達成された (新たな取組みを含む)

・虐待予防・防止のための取組みが継続して行われている

・虐待が生じた場合の対応策が講じられている

なお、終結の判断は、市町村と都道府県が協議して行 うことや、市町村が単独で終結

を判断することも考えられますが、都道府県が指定権者の施設である場合で、市町村

が単独で終結を判断した場合は、都道府県に報告し情報共有を図ります。

養介護施設従事者等による高齢者虐待対応について、都道府県の積極的な関与により

市町村への支援の充実を図ることが求められます。



4.6養 介護施設従事者等による高齢者虐待の状況の公表
高齢者虐待防止法においては、都道府県知事は、毎年度、養介護施設従事者等による

高齢者虐待の状況、養介護施設従事者等による高齢者虐待があつた場合にとつた措置

その他厚生労働省令で定める事項を公表するものとすることとされています (第 25

条)。 この公表制度を設けた趣旨は、各者【道府県において、養介護施設従事者等によ

る高齢者虐待の状況を定期的かつ的確に把握し、各者卜道府県・市町村における高齢者

虐待の防止に向けた取組に反映していくことを着実に進めることを目的とするもので

あり、高齢者虐待を行った養介護施設等名を公表することにより、これらの施設等に

対して制裁を与えることを目的とするものではありません (ただし、高齢者虐待等に

より、介護保険事業所としての指定取消 (全部停止、一部停止を含む)が行われた場
合には、介護保険法に基づきその旨を公示します)。 公表の対象となる養介護施設等

は、市町村又は都道府県が事実確認を行った結果、実際に高齢者虐待が行われていた

と認められた事例です。具体的には、次のようなものが考えられます。

① 市町村による事実確認の結果、高齢者虐待が行われていたと認められるものとし

て、都道府県に報告された事例

② 市町村及び者【道府県が協働で事実確認を行つた結果、高齢者虐待が行われていたと

認められた事例

③ 市町村からの報告を受け、改めて都道府県で事実確認を行つた結果、高齢者虐待が

行われていたと認められた事例

上記の事例を対象とし、次の項目について集計した上で、公表します。

※現在、厚生労働省のウェプサイ トにおいて、各都道府県の公表資料へのリンク集を掲載しています。

http://www.mhlw.go.」p/Stf/seisakunitsuite/bunya/oo00106372.html

`道
府県が公表する項目

⑪藤齢警由持すみ性況

。蔦齢帝の
'武

況 〔機炒r、 年齢籍級、心身の状態律等 )

。高齢警磯帯の鎮製 〔身体的虐持、分霞・機話の数東・触任、心環的由怖、機的蒻骨、経済釣

自衛 )

の高齢寺白持 :こ 持して l改 ●差機置

⑤その他の事事 (厚生労働省令で親芝)

・途段 ,事像所の種打f,簸 誕

・声持を行つた鋳介霞造戯従事警等の段籠



資料 1

成年後見制度の市町村長申立

高齢者虐待防止法では、虐待対応のための権限行使の一つとして、適切に市町村長に

よる成年後見制度利用開始等の審判請求 (以下「市町村長申立」といいます。)を行

うことが規定されています (同法第 9条第 2項 )。

成年後見制度は、判断能力の不十分な者を保護し、意思決定を支援するための権利擁

護支援の重要な手段ですが、周知がされていない、利用につなげるための取組が積極

的に行われていない等の理由により制度の利用は十分とはいえない状況にあることか

ら、高齢者虐待防止法には、都道府県や市町村が成年後見制度の周知・普及を図るこ

とも規定されています (同法第28条)。 さらに、平成28年 4月 、「成年後見制度の

利用の促進に関する法律」が制定され、成年被後見人等が個人としてその尊厳が重ん

ぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障されるべきこと等を基本理念とし、家庭裁

判所、関係行政機関、地方公共団体、民間の団体等の相互の協力及び適切な役害1分担

の下に必要な体制を整備することとされ、平成29年 3月 「成年後見制度利用促進

基本計画」及び令和 4年 3月 「第二期成年後見制度利用促進基本計画」を策定し、各

市町村において、地域共生社会の実現に資する権利擁護の地域連携ネットワークの構

築と中核機関の整備が進められてきています。特に、第二期基本計画では、権利擁護

支援の定義において、 「意思決定支援等による権利行使の支援」とともに、 「虐待対

応や財産上の不当取引への対応における権利侵害からの回復支援」が主要な手段とし

て位置付けられ、そのための重要な手段として成年後見制度の利用が位置付けられて

います (第二期基本計画 4頁 )。 虐待対応における成年後見制度の利用については、

こうした各市町村の権利擁護の地域連携ネットワークと連携した取組が求められま

す。戒年後見制度の市町村長申立が必要とされるのは、高齢者の判断能力が不十分で

ある状況等を要因として養護者及び養介護施設従事者等による虐待が生じ、第二者等

による身上のイ呆護と財産管理が必要である状況が想定されます。例えば、経済的虐待

について養護者から高齢者の生活年金等の収入や資産を確保する必要がある場合、介

護・世話の放棄・放任等について、高齢者に代わり必要な医療や福祉サービス契約に

つなぐ必要がある場合、やむを得ない事由による措置により保護した場合に通常の利

用契約に移行する場合などです。虐待対応のために成年後見制度の市町村長申立をす

る場合は、老人福祉法第32条の「その福祉を図るために特に必要があると認めると

き」に該当します。個々の事案において緊急性が高い場合には、適切かつ迅速な申立

の手続きが求められるところです。基本的に、市町村長申立の手続きとして、 2親等

内の親族の有無を確認することとされていますが、事案の緊急性が高く、 2親等以内

の親族が遠隔地に住んでいる等の理由により戸籍情報の取得が遅れる場合において

は、現状において把握し得る情報をもつて速やかに審判の申立てを行つた上で、並行



して戸籍調査を行 うこともあり得ること、 2親等内の親族である養護者への意向

調査については、虐待等の緊急事案においては省略することができるとされています

(「市町村長による成年後見制度に基づく後見開始の審判等の請求に係る基準等の基

本的考え方及び手続の例示について」令和 3年11月 26日 老認発1126第 2号 )。

前述のように、虐待等の緊急事案においての親族調査は、申立てを行った上での並行

した戸籍調査の実施や意向調査の省略が可能であることから、親族が申立てに反対し

た場合でも、高齢者の権利を保護することを優先し、市町村長申立を行 うことが必要

です。また、緊急性が高く審判がおりる前に高齢者の財産が侵害されるおそれがある

場合は、審判前の保全処分を検討することも有効です。※審判前の保全処分に当たつ

ては、①審判開始の蓋然性があること、②保全の必要性があることの二つが要件とな

りますので、本案申立書や後見相当であることがわかる診断書や、早急に財産管理人

をつける必要がある実態を記したケース記録等を添付し、直ちに成年後見制度の審判

前の保全処分申立を行 う必要があります。

資料 2
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‐
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(令 れ13年 H'126n付 セ認41196導 2号〉

市榊r‖挺1,1立 て:i」 iえ t,て ,主、4尊!者 T)椛刊峰謹支援が iと逮 ti t〒 われら二士ti五 り、ホ′、
す〉印1雄が尊重さを1る 二士が重要でれち.市町‖氏中立てを行 う市町r,す 1サ 、本ヂ、の状態 t争や′ti
活其態を約齢任把盤 してしヽみ二十が強要である iと や、絶殻r,F在地 r、 T)中 立ての過農の虫中
を防く'観点も考慮する.14餌 である :

これ :′ の波点を構台的 t.1欝 主大、‖:,,F(rF民 登撤 t′
'許
)る特,,,を 好ヽ うi,士 母所が発なる薦

"I‐

Iす

~f静
,あ埒 rド :こ 孝Jけ る:|〒搬rr手1員

'II立
て1よ ),Xllば ,'し て、

・生れ41祟設正)実施織制 (都道府策くが突塩機囲である1時 rドを懸えく,以 ド同 tと ,'
・人,,i招 置の lギl磁建汁
・介識保険の保険者
・ドIt支 1魔綸小|∝)女給決定市‖F← 1
等となる:打欝〕

'1寸お髯ヤうこと、

ただし、鷺設入所が民 ,り I子ヒt_施設,,Fれ :地市‖r村が本人rァ)が、配を,Iく 把撼 に_て ヽヽる鳴 r)等に

おいては、li,=市HI構力i償構i的にこ11し 立てるこ lン を妨 lJ'る 僚アヽでイむない,
二kた 、軍lβ:と なる施設r,Frr地 市Wr‖や成年後見樹 lFtT〉 和1州 I,ど速を搬う中主夕機関等 1:た、静〔0“
の岳ケWi洋 や本チ、僚樹tンー Iヽ T〉件武 titよ る嗣盤、後見人群の受任講鋒幹 iこ l鳴 して、選逮な中立

て1、1費するため、「IF町‖長中立でを行う市町 |ltrⅢ 要謙 1こ感 じてれ力する二士「
11すよ、本ヂ、ヴ,午帥や状態ti rkっ ては、市町構内iiおいてlll係 剖,局が慕紫ti 4み 二とも8定
さ
'Lる

ことから、市町争1長 中立て 1と向 t'て 手鳴滞11惜 封t'時 体を図るた〔ⅢⅢ')、 庁内 iこ れI'る速焼体

R司を1台装することi



資料 3

養介腫施設従事着縛による高齢奪虚待について (報告)例

ホ件は、 ri市碑r11‐ 1、二おいて事実熊認を行つた事察

黄介護れ任;設従事者幹にてたる高齢背職待の事実が認められた事祭で浄)る。

特に、下記の理由により、懇質なケースと判断 したため、都通府螺 (′ )込逮な対応を↑1う 必

要がある事案である.

更に都道府曝と策
「
|し て事実の確認を行う必要がある事察でを,るこ

〔
れ
―
―
ジ

l 養介誕施設等の名韓、、所在地及びサー ビス挿別
。名    格
・十一ビスれ載別

所  在  地

2 美介襲純設従事甘等による高齢 静,1費 待を受けた又 IIk受 けたと思われる高齢者 (′う性別、年静 p占

級、日常生活白立度及び要介護度その他 tア ,心身 (′)状況

性   別 男  ・  女 竿齢″
`守

緞※

`雪
介`謹度尋

嬰支援

要介護

その他

2 3    1    5

認知靖〔高評お甘の

,1常 生活 白立度
白立   I  II a  

“

b  III  Ⅳ  ふ′1

難密 i葛齢背 fア )

H常 生活白立建 白立   J  A  B  C

心身 ,)状 1)と

※ 「亥1与 す る詩号を記俄すること

1 65ヽ 60歳   2 70～ 71載
3 85≒ 80ド霊  6 90～ 91載

3 ?5ヽ 79議
7  95～ 99譲

ti 80～ 8↓ 織

B  100歳 以 1

3 ,t雪 衛の種別 、内容及び費生要因

噌荷の磁別

身体的 r億待

心理的 ,愚待

その勉 (

介護・ 世話の放棄 。

'/だ

f壬

性的 l置待    経済的 lt曾 待
)

喧待の内容

覺 生 要 因

判 断 11' 用f́,れ 1 fⅢ li  tn樽 古りと
“

I断 1ン た‖



資料 4

(消i)(※ )自 lt″)項 目については、不l刀の場合 1こ は紀お碇しなくてよい。

l l麟 待を行つた養介護施設従事苛等の氏名 生年月 ,1及 び職想

氏 名 (※ 〉 生年月 Fl(※ )

(費構を有する者についてはその質格及び職才,を、そT,他のをについては破4及び破務内容をVd彼すること)

S 布置r村 が行った対応

6 ,置縛を行つた養介護施設従事者等において改静構阻が行われている場合にはその内容

□

□

□

／

施設攀からの改善計画の提出

介譲保険法♂う規定に基♂事く勘告・命令等への対応

そ√)他 (具体的 1こ 記織すること)

ヽ

ノ

□ 施設等に対する指導
□ 占紅設等からの故静予「朧の提出僚頼
□ lt篭待を行つた美介謹施設従事をへの注意 `競導

日 (主 として地l戚密藉型サービスについて)分護保険法の規定に基づく勘待・r肘 今 ,処分

τ_〕 そ tメ )他 (猟体的に記織すること)

ノ

高帥警慮待の防止、高齢普の養護者に対する支援幹に構博する法鎌第 22条第 二項の規定に基づ

き、 li縄の通 り構筆l‐ する。

令れ,   年   月   |,

OOO 都道府県 (担 当課名 )
市町村最名
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曇分離絶設従事管等による高い書倉待発生要因と予防のポイント

事 による 警,角伸発生要鋼
"予
跡のポイント(公盤貯翻法人 車京

課題 1 浄風織経常〔こ課題がある
背景・要錮

●盤戯設立け理念や報像H椰 が黄・甘されてい

ない

0利用すア.'フ 立構を今貴た犠後になっていない

0経営資任が隼たされていない

⇒

協予訪のポイン ト

ti韓機●′癖忠や構強鶴標の☆有と見直 1.を 固っている

柱鶴後″理念や報機督要を4員が二体的に理解 ミ́ている
と:は員守女授十る仕れはみを建備 t=ている

〔1常情←資itつ け埼零する体朗が整備され嗣態されてい

る

課題 2 チームケアが上手くいつていなとヽ
背景・要調

●ケア載チームで争「うという患凛
'1得
い

0連備の督約が五,良 いケアの健ilRで 1裁 な
く、4員〔つ入闘隅條餓持に向いている

⇒

働予賦らのポイン ト

〔:そ れぞれの磯機の導円性や貨刺の1磐二輝錦と進めてい

る

特4負弱●韓脅.違埼、韓機0や り方を代めていエジ
鷺,番 LOい をお増や機再ではなく、今を 1・将載する鳩に
十み

tiチ ームケアつ鶴的を強琵 .ヽて 子ヽ■

柱管母職は喩風がチーよケアリ成功体段をできるとうに

する

〔」七ヤサハントや事故la脅 を横射、共甘 i_て誘綿 Lて い

る

課題 3 提供するケア ,こ課題がある
曽景・要調

●辱角】柱ケアの専門的ねと・紋絹のWt,'1+
分 Ci主 ない

●ケアの驚鶴となるアセスメント
'1+分
にすテ

われていない

0-人 ひとりの好11用すに合わせたケアが提伊t
さととていなヽヽ

●ケアイメう質を為オンるは

'お

1+分 でない

⇒

翻予筋のポイン ト

提B指亀の目用をのアセスメント方浪や建知亀ケアの方
とをkaっ てぃぅ

れ一人ひと,カニーズを推颯 1ォ 、ニーズに合,た ケ7ノ
ランξ・停氏11,て 七ヽる

と〕強員つ睡段に尊 ti注 破育レスケムが こき争 るヽ

1〕 ケアに関するt彗験← 1_や サい燻弯,体制が Cさ ている
毎他の施設の見学や外膨イメ)軒停を受けう機余

'1あ
る

擁丼毎研修の憮造
'1+分
になされている

課題 4 熟要な倫理や守るべき法令が即解されていない
背景・要銀

●人を女役すうこ工の意韓を考丈る機会,14
ヽ｀

●市待・身体約東に関十う意戯・爆段が
'ド
姓

Hナ て｀`あ

お

vお 予防のポイン ト

〔:ケ アになギ侍埒観がと要か理解 1.て卜る

1:何がおけを虐脅や身体拘京にあたるのか拍lっ ていう

1と お倫Aう 止や身体的章鴬圭〔つ具常的な方法を蜂つ ている

毎虐伸防止や身体的車血れについて貰し合 うすと報みが舟

る

課題 5 組織のあり方を変え iこ くとヽ雰夢爵気
背景・要錮

●報強として魚猟やス トレスを儀強する取担

と をヽ́てLヽないヽ

0現 伏を農と士 t´ て、組造を営えていくこと

:こ重慎お1あ る
⇒

協予防のポイン ト

〔:督爵磯が喩R一人ひとりD豪務内寄を把握七ている
常脅韓磯がほ員

`つ
白担やスⅢレスに気‐1'き 、迫u,な 韓塩

を強働 H.て いる

ti磯員の意見を聞く檬余を機森と ィヽて散荘 1“ ていう

:;争,綱 F、 ま液、外齢C,人 (共脅生や
=ラ
ンティア、錦

i者評価)′D倉 見t`闘 く構余がある
韓極t層が担nのあり方を常に見lA l,て いる

rそ の人 ,々1.さ Jを 大tJ,i工 主́ケγを聞船とて.2016.,910).J止 ウ作成
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秦介服施設従事書等による高齢書慮得防止のキー,― ドと取組内容のまとめ

よt奥 :費 機 に永み 守職待防上のキーワー ドと取狙内守の本とめ (公塗貯脇法人 点京都瑶社
保偉P,鶴,平成?7年 虞 高齢奮峰れ

'博

段に係る研修支観 '用■環斑事4子島齢奮職待防止事欄分V「横隣
委員会韓抒書奮.201む ).1

キー ア‐ 卜・ 取徹角寄

理を tじ共再

法人瑠念がと〉かる軟J(峡像等)を 停慮と、税入喩員瞬停等で活用とています
鶴唄つ余議で法人●用とを伝える機会がありよす
番寓層お:索機ここ熾れることで、曜念塩f儀 えも機粂があり求す

職員力個人目係を考える備と二、法人理念と熙う!金 F)せ ています

偶駐ケ /・

露触館
'ア

入縦備り喜るとめ様子、長常などムサだ習慣や好みを盛隠してちヽ表す

躍鴬l館の人つ 〒そ■人もしさ】を知もプー 'こ
´〔警′´一方式、ひとと争ンートなど)々活用 1

て iヽ友 す

た侃め余鼠ti二 事偶機 ,.,4・ とてⅢます

“

I用者の憔況お:査 Ftiと た崎 tと態時で余離をLて キヽ求す

職員が軒 t回 サで覇鍾 tと なも露麹歳ケアめ銭強弁を行ぅ・てい虚す

停 f電欝題
慮虫い韓立

:盛待〔′,婢 ナェィク,ス ト聾ゃ「歳持予防輩,1,7チ ェンクジスト:を 毎111劉磨 ,・行・●てli求 す

毬畿●管理帝や套ЯFゃが`,frに な
つて、 千虐待り身チェクタ

"ス
トJめ繊暴を嶼計して、比敏

可能な1'I欧儀亀・ イ́ラフィとを,lttB寄
'7鬱
γ別つ傾向等)it tと いて、誘圭奇 ti、 改持をして

Ⅲ表す
手虐鶯り婢iめ状筆 1と気付みi圭 崎モ、職員鶴で海々かり奇い、勝 i'奇える機保を構条とていな
す

脅体約束が判購守 ,票僚や凛 A正 与える磨影●を盛認 とて |ら在す
一人ひとりつ持ラ4ィを高わ夢るような瞬停を真機とてい表す

森鋳 l',ュ制様
(OJT)

督入職員を破宙する冨尋鳴鶴」)情螂奮を電置 (ア ドrで イザー/「 プヂ■fメ ター鶴〉と、博零守金 :ブ
つ瞬停も賞建してい▲す

軒入職舞1と おどを構尋ができるi=、 アドデてイメー・メサ韓7・ ター1と 射してつ観停を女峰Lて
い求す

よりilサ アを羹供できるよう藍、ケアのテェックプスト f声ォ議強負技術チェィクリス
トJ・ 千葉謗ケェククrュ }Jな ど〕を停戚とて、職員が自分し'う ユ■4イをFiみ点検で,も よう
とととて
'求
す与構暴を上呵と麟し台・ぅて共有して iヽtす

二翻は、 1とlt,1,?lt分 1=ケ アめ職場
`と

入つて、文縣 Iこ ケアを,つ て見筆ていよす
f皓嗣警やオームしす)状況等逓建じた研修のテー

‐rを 設定とて士,表 す

職場外彗i練
(OFF‐ ,T〕

島務形態 1と かかわらず仝ての磯員が瞬停 4ヱ 伊う阿でξ

`よ
う重とています

職員め命費や状況電瘍 とて賛欝する瞬停を選・iる ようにしてiⅢ ます
荒鶴森驚で、丼餌研修いはれをする韓問 (lS分かと,30分 )を散サて 工ヽます

ジスク管孵

と式'J′ タヽトや事故|「書を,争 やすい書式にしていよす

腱 ,ととさ庁ltt tヤ ザ″ヽァ |や事敏螺衛を、すく
｀
篭共有r憲 る手瀬や?ニ ェアルを決め、再発膨止

に

"帝

て七,表 す

なぜ Lヤ げかク |ゃ事故か:起 きたのか、誘 t奇 うととで今
=で
気・づi'な か ,し たリスク11気■

`'
うよつ

`と

とてい表す

零染館対策めギニェア寿々様威と、みんなが画ごケアができるよ→1こ とで,た す

回歩孝1走

'こ

は遠寓

fJ用者や家族白:す みアンケートや父溌4の声を、タアや組織り亭患rt間 ,こ 魔埃とています
福撤ザーご

'、
略
=省
罪につ描県を活かして遍寓とてい求す

pミ ュニティス・:― スとして、曲餓の一解を地域住民に開舷とていよす
ポランテtアや賞脅生が、白分つ篤識●ケア鞍ど→iう に零どとかをほ握とて活津・して1,表 す
虚持訪止委Я奈 ;と 、ま議や地域fⅢ Rに 套員をとで出席とてもら,つ て・ヽ表す

ス |ト ス・

魚無盛め任

減

ケア●中でわ開りrと やフ、lt!ュ を離し今えう崎をやくり、声↑感方法を共有して iヽ▲ す

職員が田→たり、守立ゥたけとて毛】も時 iと は、声をかけ金い、ケアの方法を『 1'と 奇います。持
電韓、史代す0こ ともあります
テ,卜 rと 0人戯や交代備闘を見由と,、 ま動

`互

負韓が ,・か申爆ざな 工ヽようにとて:i表 す

人事を漂 1と隠保 とない爾

'榛

を行い、段員tF)働 争やすさい建保に

"め

ています



資料 7

描尋文書の例

○◇市町第O③③号

令和00年 Ott C i再
●○法人

I暉事長

◇○篤改

●OO繰
○⇔市町村長 OCC

篤設における磨待と思われる事故 :こ係る調査結果通歯Ⅲ

及び故持計歯iの提出依頼について

◇○建設において令魯◇年○月O rlから◇月〇‖主での期に薬施した介螢保険法◇条 (を

人悟社法◇条)に基・づく事奏は秘の調査の結果については、下記のとおり逓女oし 宝す。改善

計画を令和○与○月○ ,司 求でに発出頑います。

なお、故持計却iを もとに、定期的な訪閣や踊き取り得の調査を行う予定です t

驚

調査籍疑

OO髄 敵にお彰ヽて、OO月 ◇③ IB ttF神 に発生した人所警に丼ユすると電設織負における
行為は、由衛に鋏当すると蜘所 k′ 求【才た。

以舶か t多八扇守に対して暴言や暴力と思えるような言働があり、高齢守職奪、寺 (人権尊

室義務連反)力 iあ つたことをは課雄=求 した3

宝たこ本調査においては、態などの身体的な1代懇について記録の電校、及
ゼヽ
,く途識内で

の連擁や対応方針の明韓 Tとなどがなされず対麻方針が徹底できていない状況が確と懇さ

れ主した。

改持静劇の拇 :μを

OO腕 級において、以 下の点を重視して塩段内鱒での調査検討を全職員が園与する形
・で行うとともに、冒在紺暴 :こ 送・'お き極・貰者・管理守の責任において改神計歯i書 (書式は

任意)作成及び提出を求めます。なお、改持の取触においては具体的な圏縣及、サンく達成時

期など必ず明鷲することを求めます。

(1)齋 構そ:噂 ‐ギニ f▲ アルの整常
(2)職 員全員に対十心譜符埼応マニュア′子幹の濤節隷度
(3)攣 i■者委員会の設立及び施設蜘で(ア)譲紺が発生した瓢槻 ユヽ,究 l手,厳 検討
(`1)職員 l',外 炉〕船燐の案飽と評価の充実
(3)騒 通 とσ)よ い稲ttt t多 くりの強癬と具体的な筍策

以 上

2
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指導に沿つた改善奮十爾捌

殖 与 爵 第 領 瞬 窮 ぞエ

(k)a持 難応マニュアルの霊僣
Fょ、市伸サ癖 守工 .ェ アルに継像と .ヽて 1備待防止を業塩する
機めに ,々す る掛齢が崎備にされていないこ
奪常爆警みt職倫単覇発見0歳打・子‐Cあることが

''4確
され

ていない

0嶺機的″′職脅F序 止徹育や単踊発見0ため●件嚇奪く,
が甥亀 Fと さ

=と

てヽ なヽヽヽ

い寃t,の増常ヤ:痺 す二∫Hア府につ常ヽて、報機として断漁と

Iレ て農待つ鳴tす ■韓塊をつく■ないことを明記と、そ

`″

,オ斜決rデ具体的埼燎書守二 Iェ アルに迫能を
'fう

こ
rD金倫予防 ,単踊発見の資錐管を明確にし、側常喜鷺すえ

き役曽を守ニュアルに賦強させるこ

④お倫防止委員会つ構像作りを委員会魚事録嵐びとヤツハ

ントと安全委員会と井守【=、 け持つ単盛発見■患観的な

欲官眼聞″
`で
きる凛豫づく,こ:業遠する,

(2)磯員全員に対する患待館応マニュアル等の月知後庄
⇔津倫守t零 守工 :こ アルイア〉早朗4見や通韓負務について磯
員〔rJ竜解わ〔氏い

停車珂″サ～4歓歯がな声れていない

fl脅暇脅球辱委員会立う ,げ後、豪毎財
'ご

、す二 .ム ア府守虫『 I(
その機,単痛穐えのギイン トや違韓負勝に′,ヽ てヽ,～椰亀
空にて壌鰐食を構露こ理解 Jψ,(atを 京ヽについて、希環属に

お等ヽて学脅換を開は L撤慮する。

'こ

Ⅲ́ギ・鶴儀背計■:i～ に、4月 r′伊人磯奮瞬停時に経火甘争・OF娘

書サ応 守ニュアルば,鸞舛,研修 t・ 喜熔すること.9月 虚、
職倫 ,々応 白樹点検レー ト業塩後、静罪Ⅲ費けた群

rC F甫

待防 IL瞬館」を■韓R守,象で其趙するこ歳t'入れる。

(3)露三守
'員
会の僚立及び竜段内でのa待が発生した

原四の完現と強肘
Φ第二守套員余け設立に聞かる慢てがない
ぞl翡 締

'疑
生持の1軍冨l究軽と検軒できる体朗デ′〔な七ヽ

¢虚伸帯堪マニャlアル内に
。第二警委員4俸 (趣構売を合,P)
・熱iF本の4構方法
・第二F套負余間は観定及〔メ驚事録作触規定帝迫路する。
④職0発生時 ('長 いを命tデ )そ

`″

)亭芸備爵後、即‖竜命防
止套員余t・聞磐に,、 前後備韓の確1験の機爵・咀員とアザ
ング其麹し、峙曇邦分析浪びt,常立察業務することと畿
待材応マ岳tiア 府内の増待筋辻委員F〔̀ 壌定に迫磁するこ

くヽ )輌員の外硝弔●の翼鷺を耳
「

の売舞
ω鵞奇常零に騰わるは員の外鱒瞬停み`業建されていない
鰺瘤待筆応に鶴わる騒修を,伯観度がない

ri手安全委員白
'追
機 ,ヽ,外 辮研修情韓々戦塾し、 3T・ 替よ

上の■員1求全員 1静,機薦持に開わる外轟研修t'食燃する
ことを戯倫 争々蕗守二 .ェ アルに観芝する。そ(′チエで、年虚
来|こ余費Brに ついて、各所日民かr)亭曲●及び貧B'|
四子荘女の機11,書 攪定する。
幹舛第瞬停食常奪I表、当鋏受講年食でチームを組み、市待
常零研停査 (9月 歳)つ瞬鬱実遠守行い、騒簿貧静帝か
らのアンケー トによって理解食の評

“

とする。理耕虚お1

後ヽヽ内守については、当絨覇

"チ
ームで再虐そつ票霞に

R碑わる
'ゆ
と共協することこ,颯定するψ

(3)鳳通しのよいn`′チくりの検討と二体的な対策
rlⅢ等職奮み〔磯員のス トレス状品や現綸 4つ懸塩を確観でき

る体幅ができていない

0颯員が気暉′に催験で04体朗おそない

∝管理帝は、ヒヤプ′ヽ/卜 報告0こ・率l用 し爆段内状況守韓
握する。磯員に律守erデ′重要性及〔Ⅲ嘔身をは背し、状況

確燿が'Cき る韓告書の後出竜:健す.ヒ ヤツハット韓脅●
碩博に
ta員へ ″ヽ,う

',,中:用す聞トラブ′了

'分傷等

薦構盗機を把韓するための顎督t邁 確すると養に帝博
封応套員r、ヽ と連携 lィ 、争

'用

守・車燦か与の警情ta告書内

に歳得つ典僚がないか、韓癬していく寅Jlをお奇埼零マ
ニュアルに規定する.

⑭構験しやすい暉塊琴くりt″,ため、守と

'を

1よ、とヤリハン
ト韓告書によう埼段内状況 rっ健霊と抒r,た ぅぇ・ぐ,ケア
(″ナ奮£ヽいが高い利用奮や露簿虚の利用守4●獣縄か 1,、
骨臨奮かⅢ迫0には員´ヽ●声かけtr tFう 。安全会員会の
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【別表】老人福 法による権限規定
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参考・引用

「市町村 。都道府県における高齢者虐待への対応と養護者支援について」

令和5年 3月  厚生労働省 老健局





建待を愛 lサ
.た
(受1すた.と恩われる)
利1婦警Ⅲ家族

虐待発生時の対応フローチャート
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額
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Ⅲ

※利用者や家族に対して
速やかにT寧に説明

―

日

―

ロ

ー

ー

ー

ー

ー

瘤1待を受‐けた(羹けたと懸われる.)

率l用者を発量した1飽駿罐1量

助言田指導

事実確認

現状把握 (事件性が高い場合は警察への通報等)

対象の職員へ聞き取り調査

他の職員へ聞き取り調査

今後の対応 D再発防止対策の検討

再発防止再柵の実施 (研修等 )利用者 E家族への説明と謝罪

相談口通報・届出
―
レ

区

施設職員

管理責任者 (看護師)巨現場責任者 (リスクマネージャー)

※市町村への相談 H報告は、虐待が疑われた段階で速やかに行う





<高齢者虐待発見時の通報先手順>

。従事者による虐待を受けたと思われる

高齢者を発見した施設従事者等

。従事者による虐待を受けたと思われる

高齢者を発見した者

・従事者等による虐待を受けた高齢者

報

務

通

義

届  出

Rフ .4.11見1に

関係する連絡先

■虐待を受けた高齢者の居住

地の市町村へ連絡

■熊本市に居住地がある場合

・熊本市介護事業指導課

目霊言舌096‐ 328‐2798

■各区役所 福祉課

中央区福祉課 096‐ 328‐ 2311

東区福祉
―
課  096‐ 367‐ 9127

西区福祉課  096‐ 329‐ 5403

南区福祉課  096‐ 357‐ 4129

】ヒ区福祉
~課

  096‐ 272‐ 1118

■最寄の地域包括支援センター

別添一覧表

■居住地の民生委員

■担当居宅介護支援事業所

ケアマネージャー




